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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、１株当たりの当期純利

益が減少しないため記載しておりません。 

３ 平成16年３月期の１株当たり配当額12円には、株式上場20周年記念配当２円を含んでおります。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 26,737 30,537 38,789 39,582 42,595
経常利益 (百万円) 1,211 2,391 2,873 3,869 4,094
当期純利益 (百万円) 189 1,298 1,625 2,403 2,523
純資産額 (百万円) 23,782 24,528 26,569 29,399 31,536
総資産額 (百万円) 31,959 35,684 40,266 43,182 45,357
１株当たり純資産額 (円) 1,045.93 1,096.18 1,141.06 1,245.40 1,327.87
１株当たり当期純利益 (円) 8.03 56.30 70.32 100.96 106.94
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 7.82 55.89 69.56 100.09 106.19

自己資本比率 (％) 74.4 68.7 66.0 68.1 69.1
自己資本利益率 (％) 0.8 5.4 6.4 8.6 8.3
株価収益率 (倍) 50.3 27.3 16.2 19.4 13.9
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,457 613 2,918 2,768 1,829

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △242 △1,149 △760 △3,217 △1,760

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,684 △206 98 △166 △652

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 4,392 3,614 6,247 5,762 5,538

従業員数 
〔平均臨時従業員数〕

(人)
869 

〔121〕
972

〔151〕
1,187

〔179〕
1,195 

〔196〕
1,287

〔230〕

(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 20,880 24,043 29,634 28,361 29,204
経常利益 (百万円) 818 1,830 1,955 2,698 3,111
当期純利益 (百万円) 12 1,001 1,120 1,689 2,152
資本金 (百万円) 6,778 6,778 6,778 6,823 6,837
発行済株式総数 (株) 23,499,894 23,499,894 23,499,894 23,623,894 23,662,894
純資産額 (百万円) 21,792 22,366 23,951 25,741 27,219
総資産額 (百万円) 29,048 32,185 34,154 36,313 37,656
１株当たり純資産額 (円) 958.58 999.57 1,028.85 1,090.67 1,152.65
１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
 

10.00 
(5.00)

12.00
(6.00)

14.00
(7.00)

20.00 
(9.00)

22.00
(11.00)

１株当たり当期純利益 (円) 0.56 43.30 48.39 70.92 91.22
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 42.98 47.87 70.31 90.57

自己資本比率 (％) 75.0 69.5 70.1 70.9 72.3
自己資本利益率 (％) 0.1 4.5 4.8 6.8 8.1
株価収益率 (倍) 721.4 35.5 23.5 27.6 16.3
配当性向 (％) 1,785.7 27.7 28.9 28.2 24.1
従業員数 
〔平均臨時従業員数〕

(人)
552 

〔69〕
557

〔67〕
564

〔60〕
572 

〔58〕
605

〔60〕



２ 【沿革】 

昭和22年７月 

 

大阪市北区において田葉井五郎(初代社長・故人)が理化学機器の製造販売を目的とし

て個人経営で「田葉井製作所」を創設

昭和29年１月 法人組織に改組し、「株式会社田葉井製作所」を設立

昭和36年１月 わが国最初の環境試験分野に進出

昭和49年８月 京都府福知山市(長田野工業団地)に福知山工場を新設

昭和50年５月 

 

株式会社タバイエンジニアリングサービス(現・エスペックエンジニアリング株式会

社)を設立し、アフターサービス部門を移管(現・連結子会社)

昭和58年４月 「タバイエスペック株式会社」に商号変更

昭和58年９月 大阪証券取引所市場第二部に上場

昭和58年10月 米国に現地法人ESPEC CORP.(現・ESPEC NORTH AMERICA,INC.)を設立(現・連結子会社)

昭和60年８月 東京証券取引所市場第二部に上場

昭和60年11月 

 

中国上海に合弁会社上海愛斯佩克環境儀器有限公司を設立(平成13年１月合弁期間満了

により清算、合弁会社上海愛斯佩克環境設備有限公司に事業継承)

昭和61年６月 東京・大阪両証券取引所市場第一部に指定

平成元年11月 株式会社アポロメック（現・エスペックテクノ株式会社）に資本参加(現・連結子会

社)

平成３年10月 栃木県宇都宮市(清原工業団地)に宇都宮テクノコンプレックスを新設

平成５年12月 国際規格ＩＳＯ9001の審査登録を取得

平成７年11月 中国広州に合弁会社広州愛斯佩克環境儀器有限公司を設立(現・持分法適用関連会社)

平成８年12月 福知山工場 国際規格ＩＳＯ14001の審査登録を取得

平成９年11月 中国上海に現地法人塔巴依愛斯佩克環境儀器(上海)有限公司(現・愛斯佩克環境儀器

(上海)有限公司)を設立(現・連結子会社)

平成12年１月 中国上海に合弁会社上海愛斯佩克環境設備有限公司を設立(現・連結子会社)

平成12年４月 東京都江東区に東京本部（現・東京Ｒ＆Ｄセンター）を開設

平成13年２月 株式会社ミック(現・エスペックミック株式会社)に資本参加(現・連結子会社)

平成13年３月 神戸市北区(神戸リサーチパーク)に神戸テクノコンプレックス（現・神戸Ｒ＆Ｄセン

ター）を新設

平成13年３月 韓国に現地法人ESPEC KOREA CORP.を設立(現・連結子会社)

平成13年４月 株式会社ミック(現・エスペックミック株式会社)にアグリシステム事業およびエコシ

ステム事業を営業譲渡

平成14年４月 「エスペック株式会社」に商号変更

平成14年４月 エスペック環境試験技術センター株式会社を設立し、託験サービス事業を移管(現・連

結子会社)

平成15年７月 国内29事業所において、一括で国際規格ＩＳＯ14001の審査登録を取得

平成16年３月 東京都港区に東京支社を開設

平成16年９月 中国上海に現地法人愛斯佩克測試科技（上海）有限公司を設立

平成16年９月 大分谷口科学株式会社の株式を取得し子会社化

平成17年10月 アイシーエフ株式会社が会社分割した新設会社（エスペックＩＣＦ株式会社）の株式

を譲受け子会社化(現・連結子会社)

平成18年３月 谷口科学株式会社（現・エスペック九州株式会社）に出資し完全子会社化(現・連結子

会社)

平成18年４月 谷口科学株式会社が大分谷口科学株式会社を吸収合併

平成19年３月 エスペック関西株式会社が解散



３ 【事業の内容】 

当企業集団は、当社、子会社18社及び関連会社1社で構成され、事業区分として環境試験事業、電子デ

バイス装置事業及びその他事業に区分されます。  

それぞれの事業区分の概要は次のとおりです。 

  

 
  

事業セグメント 区  分 概  要

環境試験事業

環境試験器
半導体・自動車・通信その他電子部品などにおいて、温度や湿
度、その他環境因子による影響を試験する環境試験器を提供して
います。

アフターサービス・エンジニア
リング

環境試験器・装置のメンテナンスサービスおよび環境試験器・装
置の設置、移設、周辺工事、周辺機器の販売を行っています。

受託試験・レンタル
受託試験、環境試験器のレンタルおよび計測機器の校正サービス
を行っています。

電子デバイス
装置事業

FPD装置
液晶ディスプレイの生産ラインにおける熱処理・検査装置を提供
しています。

半導体装置
半導体・電子部品などの電気的特性を評価する計測システム、半
導体の検査工程におけるバーンイン装置および半導体の製造工程
における半導体洗浄装置を提供しています。

その他事業

環境エンジニアリング 森づくり、水辺づくりといった環境保全事業を行っています。

新規事業
今後成長性と収益性が期待できる分野を対象に、研究開発を推進
しています。



当社、子会社及び関連会社の当該事業における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は次のと

おりであります。 

  

 
  

(注) １ 当連結会計年度より事業の種類別セグメントの区分を変更しております。変更の内容に関しては、第５「経

理の状況」に記載のとおりであります。 

２ エスペック環境試験技術センター㈱及びエスペックＩＣＦ㈱の商号を平成19年４月１日をもちまして、それ

ぞれエスペックテストセンター㈱、エスペックセミテクノロジ㈱に変更いたしました。 

環境試験事業 ……当社やESPEC NORTH AMERICA,INC.他が開発・製造・販売を行っております。

また、主に当社製品を国内外で販売する販社が存在します。エスペックエン

ジニアリング㈱は当社製品のアフターサービスおよび環境試験器の設置等を

行い、エスペック環境試験技術センター㈱が受託試験、環境試験器のレンタ

ルおよび計測器の校正サービスを行っております。 

〈主な関係会社〉 

ESPEC NORTH AMERICA,INC.

電子デバイス装置事業 ……エスペックテクノ㈱が電池検査装置を製造販売しております。エスペック

ICF㈱が半導体洗浄事業を行っております。また、当社はESPEC KOREA CORP.

に韓国向けディスプレイデバイス装置の製造の一部を委託しております。

ESPEC Evaluation & Test Systems,Inc.が当社から計測製品を輸入し、米国

内で販売等を行っております。エスペック九州㈱は当社からバーンインシス

テムを仕入れ、九州地区での販売を行っております。 

〈主な関係会社〉 

ESPEC KOREA CORP.

その他事業 ……主にエスペックミック㈱が森づくり、水辺づくり事業を営んでおります。



事業の系統図は次のとおりであります。 
 

         (注） １. エスペック九州㈱およびエスペックＩＣＦ㈱を当連結会計年度より新規連結いたしました。 

   ２． エスペック九州㈱およびエスペックテクノ㈱は複数事業セグメント子会社であります。 

      ３． ドイツにESPEC EUROPE GmbHを設立し、平成18年10月より営業を開始しております。 

   ４. エスペック関西㈱およびエスペックビジネスクリエイト㈱は平成19年３月31日をもって 

      解散いたしました。なお、両社の事業は当社が引き継いでおります。 

     ５. エスペック環境試験技術センター㈱及びエスペックICF㈱の商号を平成19年４月１日を 

           もちまして、それぞれエスペックテストセンター㈱、エスペックセミテクノロジ㈱に 

           変更いたしました。 

      ６.  平成18年11月に、エスペックミック㈱は水辺づくり事業を行う事を目的とした㈱ミックファー 

           ム大口を設立いたしました。 



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ESPEC NORTH AMERICA,INC.は特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

５ エスペック関西㈱は平成19年３月31日をもって解散いたしました。なお、当社が事業を引き継いでおりま

す。 

６ エスペック環境試験技術センター㈱及びエスペックＩＣＦ㈱の商号を平成19年４月１日をもちまして、それ

名称 住所

資本金 
又は 

出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

取引の 

内容

役員の兼

任
資金援助等

(連結子会社)

エスペックエンジニアリング㈱ 大阪府寝屋川市 61 環境試験事業 100.0

当社の製造した環
境試験機器等のア
フターサービス等
を行っておりま
す。

１名   ―

ESPEC NORTH AMERICA,INC. 
(注)２

米国 
ミシガン州

千US$

8,510 環境試験事業 100.0

当社の製造した環
境試験機器等の販
売及び米国製品の
当社への供給を行
っております。 
 

―   ―

エスペック関西㈱ 京都市右京区 10 環境試験事業 100.0

当社の製造した環
境試験機器等を関
西地区で販売して
おります。

―   ―

エスペックミック㈱
愛知県丹羽郡 
大口町

79 その他事業 100.0

当社がサーモレコ
ーダーを仕入れて
おります。 
 

―   ―

エスペック 
環境試験技術センター㈱

大阪市北区 250 環境試験事業
100.0
(22.2)

当社の販売した製
品を使用し、受託
試験サービス等を
行っております。 
 

―

当社が運転資
金を貸し付け
ております。

ESPEC(CHINA)LIMITED
中国 
香港

千HK$

2,830 環境試験事業 100.0

当社の製造した環
境試験機器等を中
国で販売しており
ます。 
 

―   ―

愛斯佩克環境儀器 
(上海)有限公司

中国 
上海市

千RMB

8,277 環境試験事業
100.0
(20.0)

当社の製造した環
境試験機器等を中
国で販売しており
ます。

―   ―

上海愛斯佩克環境設備有限公司
中国 
上海市

 千RMB

26,985 環境試験事業 60.0

中国製品の当社へ
の供給を行ってお
ります。 ―

運転資金の借
入に対して当
社が債務保証
を行っており
ます。

エスペックテクノ㈱ 神戸市東灘区 170

電子デバイス 

装置事業、 

環境試験事業

100.0
卓上型恒温恒湿器
の生産委託 1名

当社が運転資
金を貸し付け
ております。

ESPEC KOREA CORP.
韓国 
京畿道 
平澤市

千W

3,700,000
電子デバイス 

装置事業
100.0

当社は電子デバイ
ス装置の仕入を行
っております。

―
当社が営業保
証を行ってお
ります。

エスペック九州㈱ 福岡県北九州市 20

環 境 試 験 事

業、電 子 デ バ

イス 

装置事業
100.0

当社の製造した環
境試験機器、バー
ンインシステム等
を九州地区で販売
しております。

―   ―

エスペックＩＣＦ㈱
京都府久世郡久
御山町

155
電子デバイス 

装置事業
100.0   ― 1名

当社が運転資
金を貸し付け
ております。

(持分法適用関連会社)

広州愛斯佩克環境儀器有限公司
中国 
広東省花都市

千RMB

20,000
環境試験事業
 

50.0

当社は中国製品の
製造のための一部
部品の供給を行な
っております。 
 

2名   ―



ぞれエスペックテストセンター㈱、エスペックセミテクノロジ㈱に変更いたしました。 

７ エスペックエンジニアリング㈱につきましては売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。 

  （1）売上高    4,832百万円 

  （2）経常利益      484百万円 

  （3）当期純利益    274百万円 

  （4）純資産額    2,354百万円 

  （5）総資産額    3,111百万円 

 
  



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 研究開発部門及び管理部門を「全社(共通)」に含めております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当事業年度の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、下記の労働組合が組織されております。 

 
労使関係は相互信頼に基づき、安定した状態にあり、特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

環境試験事業
920〔194〕

電子デバイス装置事業
218〔 16〕

その他事業
22〔 16〕

全社(共通)
127〔  4〕

合計
1,287〔230〕

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

605〔 60〕
39.7 15.1 6,894

組合名 エスペック労働組合(昭和42年４月６日結成)

組合員数      668人(平成19年３月31日現在)

所属上部団体 ジェイ・エイ・エム(ＪＡＭ)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、原材料価格の高騰や為替相場の変動といった懸念材料があるもの

の、企業収益の改善を背景に設備投資は好調に推移し、個人消費についても回復基調にあるなど、景気

は緩やかな回復傾向が続いております。 

 こうしたなか当社グループは、5ヵ年の経営革新計画「エスペックＧカンパニープラン」の初年度と

して、自動車関連市場や半導体市場といった成長・好調市場への取組みを推進するとともに、中国やEU

をはじめとする重点戦略地域において積極的に経営資源を投入することで販売強化を図ってまいりまし

た。また、国際調達や現地生産の拡大など収益改善に向けた取組みに注力してまいりました。 

 さらに、前期に参入した半導体洗浄装置事業の育成に取組むとともに、新たな事業の創造に向けた準

備につきましても積極的に進めてまいりました。 

 こうした結果、環境試験事業が好調に推移し、受注高・売上高・営業利益すべてにおいて過去最高を

達成することができました。  
  

 
事業の種類別セグメントにつきましては、次のとおりであります。 

① 環境試験事業 

環境試験器につきましては、自動車やエレクトロニクスなどの成長・好調市場における販売強化に

取組むとともに、海外におきましても中国・ＥＵをはじめとする重点戦略地域における販売ネットワ

ークの拡充に継続して取組んでまいりました。なかでも、自動車市場向けに開発・評価用の恒温恒湿

器が好調に推移し増収となりました。利益面につきましては、セグメント変更に伴う販売費及び一般

管理費の増加がありましたものの、オペレーションの改善や生産性の向上などに取組んだ結果、前期

比で増益となりました。 

 また、アフターサービス・エンジニアリングにつきましては、お客さまへの定期的な訪問サービス

の推進により堅調に推移し増収となったものの、サービス・管理機能強化のための投資を積極的に行

ったことにより、前期比で減益となりました。 

 受託試験・レンタルにつきましては、国内最大級となる新試験所を開設するなど好調な自動車市場

のお客さまからの試験ニーズの増加にスムーズに対応し、前期比で増収となりましたものの、開設に

伴う初期投資の影響により減益となりました。 

 こうした結果、環境試験事業全体では、受注高は30,891百万円、売上高は30,277百万円、営業利益

は3,538百万円となりました。  

  

前連結会計年度
(第53期)(百万円)

当連結会計年度
(第54期)(百万円)

増減率(％)

受注高 40,490 43,248 6.8

売上高 39,582 42,595 7.6

営業利益 3,663 3,930 7.3

経常利益 3,869 4,094 5.8

当期純利益 2,403 2,523 5.0



② 電子デバイス装置事業 

FPD装置事業につきましては、第6世代および第7.5世代ガラス基板対応熱処理装置を台湾LCDメーカ

ーを中心に納入してまいりましたものの、LCDパネルの価格低下による設備投資の中止・先送りによ

り、受注・売上ともに前期比で減少いたしました。利益面につきましては、韓国関係会社の新工場建

設や国際調達の推進による現地化の拡大に加え、装置構造の見直しなど収益向上に向けた積極的な取

組みにより、利益率は改善いたしました。 

 半導体装置事業につきましては、パソコンやデジタル家電向けの旺盛な半導体需要を背景とした

DRAMメーカーの積極的な設備投資により、バーンイン装置が大幅に伸長し、受注・売上ともに前期比

で増加いたしました。利益面につきましては、外部経営資源の有効活用による生産性の向上や販売費

及び一般管理費の抑制に取組みましたものの、半導体洗浄装置の販売不振および新製品の開発投資な

どにより、前期比で減益となりました。 

 こうした結果、電子デバイス装置事業全体では受注高は12,092百万円、売上高は11,780百万円、営

業利益は397百万円となりました。  

  

③ その他事業 

その他事業におきましては、既存事業とのシナジー効果の期待できる成長分野に対し、積極的な経

営資源の投入を行い、収益の柱となる新たな事業の開発・創造を推進しております。また、当事業セ

グメントには、従来から取組んでおりました環境エンジニアリング事業が含まれております。 

 当事業の受注高は493百万円、売上高は911百万円、利益面につきましては7百万円の営業損失とな

りました。  

  

＜セグメント変更について＞ 

当期より事業セグメント区分の変更を行っており、主な変更は、以下のとおりであります。 

・環境サービス事業に含めておりましたアフターサービス・エンジニアリングおよび受託試験・レ

ンタルを、事業の関連性の深い環境試験事業に含めました。 

・新規事業として環境サービス事業に含めておりました半導体洗浄装置事業を、当期よりエスペッ

クICF株式会社を連結対象としたのを契機に、事業の関連性の深い電子デバイス装置事業に含めま

した。 

なお、セグメント区分の変更に伴い、事業セグメントごとの前期比増減比率の記載は省略しており

ます。 

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

日本では、環境試験事業が自動車やエレクトロニクスなどの成長・好調市場を中心に好調に推移し

たことと、エスペックICF株式会社およびエスペック九州株式会社を連結対象としたことなどによ

り、売上高は38,714百万円（前連結会計年度比8.8％増）となりました。営業利益は、FPD装置事業に

おける現地化の拡大といった収益向上に向けた積極的な取組みを行ったものの、半導体装置事業にお

ける半導体洗浄装置の販売不振および新製品の開発投資などの影響により3,518百万円（前連結会計

年度比1.3％減）となりました。 

  

② アジア 

アジアでは、環境試験器の製造・販売会社である上海愛斯佩克環境設備有限公司および環境試験器

の販売会社である愛斯佩克環境儀器（上海）有限公司が好調に推移したものの、FPD装置等の製造・

販売会社であるESPEC KOREA CORP.においてLCDメーカーの設備投資の中止・先送りがあったことなど

により、売上高は2,970百万円（前連結会計年度比13.2％減）となりました。営業利益は、上海愛斯

佩克環境設備有限公司における利益率の改善およびESPEC KOREA CORP.における販売費及び一般管理

費の減少などによって、237百万円（前連結会計年度比19.6％増）となりました。  

  

③ 米国 

米国では、環境試験器の製造・販売会社であるESPEC NORTH AMERICA, INCの業績が自動車市場を中

心に堅調に推移したことと為替の影響などにより、売上高は2,688百万円（前連結会計年度比6.4％

増）となりましたものの、営業利益につきましては、原価率が悪化したことにより137百万円（前連

結会計年度比40.3％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動により得られたキャッシュ・フローは1,829百

万円（前連結会計年度比33.9%減）となりました。その主な要因は、税金等調整前当期純利益による資

金の増加額3,994百万円、売上債権の増加による資金の減少額1,262百万円、法人税等の支払による資金

の減少額1,670百万円によるものであります。 

 投資活動により支出したキャッシュ・フローは1,760百万円（前連結会計年度比45.3%減）となりまし

た。その主な要因は、エスペック環境試験技術センター株式会社による試験所増設、ESPEC KOREA 

CORP.およびエスペックICF株式会社による新工場建設等の有形固定資産取得や無形固定資産の取得によ

る支出1,368百万円、投資有価証券の取得による支出1,037百万円、投資有価証券の売却及び償還による

収入604百万円によるものであります。 

 財務活動により支出したキャッシュ・フローは、652百万円（前連結会計年度比292.1%増）となりま

した。その主な要因は、配当金の支払額519百万円、短期借入金の返済による支出856百万円、転換社債

の償還による支出50百万円、短期借入による収入773百万円によるものであります。 

 これらの結果に加え、２社の新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加311百万円があり、現金及び

現金同等物の期末残高は5,538百万円となり、前期末と比べ224百万円の減少となりました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結会計年度における生産実績、受注実績及び販売実績は、次のとおりであります。 

(1) 生産実績 

  

 
(注) 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期増減率(％)

環境試験事業 23,229 13.0

電子デバイス装置事業 11,961 12.5

その他事業 41 △82.6

合計 35,232 12.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同期増減率

(％)
受注残高(百万円)

前年同期増減率 
(％)

環境試験事業 30,891 36.4 3,764 19.5

電子デバイス装置事業 12,092 △0.2 5,053 6.6

その他事業 493 △93.6 21 △95.1

 計 43,477 2.4 8,839 6.1

消去 △229 ─ △106 ─

合計 43,248 6.8 8,732 8.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期増減率(％)

環境試験事業 30,277 39.6

電子デバイス装置事業 11,780 △2.5

その他事業 911 △88.0

 計 42,969 3.9

消去 △374 ─

合計 42,595 7.6



３ 【対処すべき課題】 

  

 
これらの目標達成に向けた成長戦略として、下記の4つの開発を推進しております。 

＜４つの開発＞ 

技術開発：「環境配慮技術」、「ネットワーク技術」、「信頼性シミュレーション技術」、「実環境シ

ミュレーション技術」、「実環境シミュレーション技術」といった重点開発テーマに対し

て戦略投資を行ってまいります。当期は、研究開発の効率化と最適化を目的に技術開発機

能を集約するとともに、次代の新技術の創造のための専門組織を設置いたしました。 

  

人材開発：教育システムの充実やキャリア開発支援制度の導入などにより、経営の視点で事業をプロデ

ュースできる「マネジメント人材」と、高度な専門能力を持つ「スペシャリスト人材」の育

成に努めてまいります。これにより、社員満足の向上と、高付加価値創造による顧客満足の

向上を図ってまいります。当期は、人材開発センターや人材開発委員会を設置するととも

に、次代のリーダーの育成を目的とした「エスペック未来塾」を新たに開講いたしました。

今後も社員満足の向上と、高付加価値創造による顧客満足の向上を図ってまいります。 

  

事業開発：今後成長性と収益性が期待できる分野を対象に、外部経営資源を積極的に開拓し、新たなビ

ジネスモデルを構築いたします。また、次世代の需要をいち早くキャッチし、現場の課題や

ニーズを経営や企業活動にフィードバックするなど積極的な事業開発、技術開発を推し進め

てまいります。当期は、次世代半導体洗浄装置の開発や、新たな収益事業の創造に向けた準

備を行ってまいりました。 

  

市場開発：国内におきましては、販売体制の再構築と間接業務集約による営業活動の効率化を図り、カ

ーエレクトロニクスなどの好調市場への競争力を強化いたします。また、海外におきまして

は、重要戦略地域である中国やＥＵにおいて、新規顧客の開拓を推進するなど、さらなるシ

ェア拡大を目指してまいります。当期は、自動車市場からの受託試験ニーズが拡大する名古

屋エリアにおいて国内最大級となる新試験所を開設いたしました。さらには重点戦略地域で

あるEU内のドイツに販売会社を設立いたしました。 

  

体質の転換を図り、上記の戦略を推進させる基盤づくりとして、下記の２つの改革に取組んでおりま

す。 

＜２つの改革＞ 

モノづくり改革：  製品開発から生産にいたるすべてのプロセスにおいて改革、改善活動を展開し、

コストダウンや品質の向上、リードタイムの短縮を追求してまいります。当期

は、環境試験事業において設計シミュレーションシステムの導入やカスタム仕様

のモジュール化などを推進してまいりました。また、FPD装置事業においては、

韓国関係会社の新工場建設や国際調達の推進など、現地化の拡大に積極的に取組

当社グループは、2006年度から
2010年度までを実施期間とした
第二次経営革新計画「エスペッ
クＧカンパニープラン」を策定
しております。当計画では、革
新的技術の創造により「世界優
良企業への雄飛」と「環境先進
企業の実現」を目指しておりま
す。 
 
 
 
 

ESPEC G-Company Plan(2006～2010年度)

基本方針：グッド＆グローバルカンパニーとしての新たな成長のフロンティアへ

―革新的技術の創造で「世界優良企業への雄飛」と「環境先進企業の実現」―

[2010年連結目標値]

売上高 800億円以上

営業利益 80億円以上（営業利益率10％以上）



んでまいりました。 

  

オペレーション改革：すべての業務において、全体最適の観点から標準化・簡素化を進めるとともに、

実務と基幹情報システムとの最適化を図ります。これにより、間接業務の削減と

業務効率の向上を目指してまいります。当期は、オペレーション改革室を設置

し、事業活動全てにわたるオペレーションの改革・改善に向けた取組みを開始い

たしました。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の事業に関連するリスクは、以下のとおりであります。なお、本「事業等のリスク」に記載され

る将来に関する事項は、本有価証券報告書の提出日現在において判断したものであります。 

  

①業績変動のリスク 

１．環境試験事業のリスク 

環境試験事業の業績は、半導体市場の動向に連動して変動いたします。 

当社の利益の主体を占めております環境試験事業は、基本的に半導体市場の動向に連動しておりま

す。ただし、半導体として代表されるIC・LSIそのもの以外にも半導体技術を応用した製品、たとえ

ばデジタル家電、PC、センサー、カーエレクトロニクスなどさまざまな製品において、多くの環境試

験器が使用されているため、その変動幅は、半導体市場の変動幅に比して小さくなっております。当

社は、多様化する半導体応用市場のニーズに対応する製品を開発することで、用途の多角化を促進

し、事業の変動幅を小さくするように努めております。しかし、多様化する半導体応用市場の一つが

拡大したり、整理・統合されるなどし、当社の業績に占める割合が増加した場合、その変動の影響を

大きく受ける可能性があります。 

  

環境試験事業は、外部販売店による売上の増加を実現できない場合があります。 

環境試験事業のうち、機器販売は、国内、海外とも外部販売チャネルに依存しております。外部販

売店を経由する売上高は、機器販売全体の約70％を占めております。よって、これら販売チャネルに

より環境試験事業の製品の売上増を達成できなければ、環境試験事業の業績を拡大させることはでき

なくなります。これら国内外の外部販売店は、各エリアの強力な販売代理店であると同時に、その約

6割は当社製品が主力の扱いとなっており当社の影響力が強いと認識しております。当社は、継続的

にこれら販売チャネルとの信頼関係の強化に努めておりますが、各外部販売店は当社以外の製品も販

売しており、確実に当社製品の売上増を達成できるという保証はありません。 

  

環境試験事業の成長は、海外市場での業績拡大の結果に大きく影響を受けます。 

環境試験事業における国内市場は、基本的に飽和しているといえます。よって、同事業の成長は、

海外市場での業績拡大にゆだねられています。海外市場において特に高い成長を見込めるのは中国市

場であり、欧州・米国・台湾のエレクトロニクス分野の多くの企業が進出・事業所の拡大を進め、そ

の傾向は維持または向上しております。当社は、古くより中国市場に複数の事業所を設置し、急速な

市場の拡大に対応する体制を整備しております。しかし、各国企業の中国投資が減速した場合、その

影響を大きく受ける可能性があります。 

  



２．電子デバイス装置事業のリスク 

電子デバイス装置事業は、FPD(フラットパネルディスプレイ)市場と半導体市場の動向に連動して

変動いたします。 

当社の事業セグメントの1つであります電子デバイス装置事業の連結業績における構成比率は近年

高まっております。同事業は、FPD市場向けFPD装置と、半導体市場向けのバーンイン装置と半導体洗

浄装置を主力とする半導体装置から構成されており、双方ともに成長市場でありながらも変動幅が大

きい市場であります。これら業界における設備投資動向、すなわち各取引先企業の設備投資動向に顕

著に影響を受けるため、設備投資需要が減退した場合、当該事業の業績に影響を与える可能性があり

ます。ただし、FPD市場の変動、いわゆるクリスタルサイクルと、半導体市場の変動、いわゆるシリ

コンサイクルは、基本的に別物であり、双方のマイナスの影響が同期する可能性は少ないと考えてお

ります。今後、双方の市場のマイナス変動が同期する場合、大きく業績に影響を受ける可能性はあり

ますが、今後は半導体市場向け製品の開発を強化し、一定の規模に成長したFPD市場向け事業の規模

と同等とすることで双方の変動幅を互いに吸収できるよう努めてまいります。 

  

FPD装置の収益は、FPDメーカーの競争によって大きく影響を受けます。 

電子デバイス装置事業のFPD装置は、FPDメーカーのうち、特に液晶パネルメーカー間の大判化競争

によって要求される「納入時期の前倒し」、「仕様の変更」などに対応するため、設計・生産負荷の

一時的増加、設計変更、作業要員の調達計画の変更が発生し、利益計画に大きく影響を与える場合が

あります。当社ではこれらの要求を吸収するため、仕様確認から部材発注までのプロセスの細分化と

管理強化、納期短縮や受注物件間での流用を目的としたモジュール化の推進に努めております。しか

し、大判化にともなうメーカー間の競争が激化し、仕様変更や納期短縮が大きく予想の範囲を超えた

場合、受注をいただいた顧客への仕様変更にともなう追加費用の請求は行いますが、当社がリスク回

避のために実施した施策に対しては、費用の吸収ができず利益計画に影響を与える場合があります。

  

FPD装置の業績は、数社を顧客として失うことで大きく影響を受けます。 

電子デバイス装置事業のFPD装置の業績は、数社の液晶パネルメーカーを大口顧客として継続的に

発展させ維持することにかかっております。現在では1社あたりの売上が5～10数億円に達する場合も

あり、FPD装置全体の10％以上を占める状況もあり得ます。当社では、液晶パネルメーカーの大手の

ほとんどに納品した実績を有しており、継続的取引を維持するとともに、実績の無かった工程におい

ても商品の提案をし、新規に受注するなど信頼拡大に努めております。しかし、今後、液晶製造方式

の技術革新により採用される熱処理方式が変わった場合、これらの大口顧客を失う可能性がありま

す。 

  

半導体装置の収益は、バーンイン装置と半導体洗浄装置の業績に大きく影響を受けます。 

電子デバイス装置事業の半導体装置には、半導体製造ラインの生産・検査工程にて使用されるバー

ンイン装置や半導体洗浄装置、半導体材料のR&Dにて使用される評価装置、さらにプリント基板など

の評価に使用される計測システムが業績の主力として存在しております。そのうち、バーンイン装置

と半導体洗浄装置の業績はシリコンサイクルに同期して大きく変動いたします。当社は、この変動を

吸収するため評価装置および計測システムの業績拡大に努めております。しかし、シリコンサイクル

の変動が予想を越えて変動した場合、半導体装置の収益に大きく影響を与えます。 

  



３．四半期別経営成績の変動について 

当社グループの業績はユーザーの予算執行が第２、第４四半期(特に９月及び３月)に偏る傾向があ

るため、四半期別の業績に大きな変動があります。当社は、FPD装置など、単年度予算で執行される

環境試験事業以外での業績拡大を図り、売上高を各四半期に平準化し、四半期別の業績を安定化でき

るよう努めております。しかし、FPD装置においても変動リスクが存在するため急速な業績拡大を進

めることも得策ではないと考えており、他の事業の拡大とともにバランスのとれた成長を図ってまい

ります。従いまして季節的変動を考慮せずに、特定の四半期間のみを見て通期業績を予想することに

は注意が必要です。 

  

②海外売上高比率増加に伴うリスク 

当社は北米、中国、韓国に連結子会社を有しております。また、当社グループの平成19年3月期に

おける連結売上高に占める海外売上高比率は37.5％と高く、今後も事業のグローバル化に伴いこの比

率はさらに高まるものと考えております。 

 海外での事業展開に関しましては、それぞれの国や地域において事業を困難にする法律、規制その

他規則の変更や、テロ、政情不安といった社会的混乱等が起こる可能性もあります。このような事態

になった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、為替リスクに関しましては、リスク管理方針に基づき一定の範囲内で適宜為替予約を実施す

ることとしており、円建てによる輸出売上高の割合も高くそのリスクは限定的なものと考えておりま

す。 

  

③輸出規制に伴うリスク 

当社グループの商品、技術は、外国為替及び外国貿易法およびその政令（輸出貿易管理令、外国為

替令）ならびに「輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定める省令」

（平成13年12月28日経済産業省令第249号）等の輸出関連法規の影響下にあります。これを踏まえ当

社グループでは、経済産業省の指導に基づきCP（コンプライアンス・プログラム）を策定し、輸出関

連法規を遵守した適切な事業活動を展開するよう努めております。国際事業活動におきましては、最

新の規制に基づいて仕向地、需要者、用途、取引経路等の把握に努めておりますが、需要者等を通じ

て懸念国や懸念需要者に転売され、大量破壊兵器関連に転用される可能性もあります。これらのこと

により、当社グループが国内外の官公庁および諸団体から何らかの処分・ペナルティを受け、業績に

影響を及ぼす恐れがあります。 

  

④新製品開発コスト回収に伴うリスク 

既存製品の改良と新製品の開発は、ほとんどの場合多額な費用を必要といたします。さらに、FPD

装置の購入決定は高額な投資を伴うため、一般的に販売活動に要する期間が長く、販売に至るまで多

大な支出と営業活動を必要といたします。当社が新製品を投入したとしても、顧客ニーズの変化、競

合他社による新技術・新機能搭載製品の投入、当社顧客の製品の市場が期待する速度や水準で成長し

ないことにより、当社は開発および営業の費用を上回る売上高を上げられない可能性があります。当

社では、汎用性の高い製品と少数の顧客向けの高額製品とでは、異なったマーケット調査手法・製品

開発手法で活動しており、新製品開発と販売にともなうリスク低減に努めております。しかし、調査

の範囲、予想の範囲を超えた要因により新製品の売上が伸びず、製品開発投資のコストの回収ができ

なくなる可能性があります。 

  



⑤サプライヤーへの依存に伴うリスク 

当社は、装置組立メーカーですので、多種の部品・素材をサプライヤーから購入しております。例

えば、環境試験器の頭脳にあたる温湿度コントローラーは大手のEMSを活用しており、また低温環境

を創るための重要部品である冷凍機も国内外のサプライヤーから購入しております。 

 また、生産量の変化への対応と多様な生産技術を効率よく獲得するために、外注加工業者を活用し

ております。具体的には板金加工、断熱施工、配電盤製作などがこれにあたります。 

 部品、外注加工の購入比率は売上高の60％近くになります。これら重要な位置をしめるサプライヤ

ー・外注加工業者に対し厳重な取引先管理を実施し、品質保証、生産管理、環境管理体制の評価・指

導を行っており、相互の信頼関係の醸成に努めております。 

 しかし、サプライヤー・外注加工業者の倒産や事業撤退などにより調達不能となる場合や、地震・

台風などの災害によるサプライヤー・外注加工業者の稼動停止などにより、調達に問題が生じる可能

性があります。またサプライヤーの責により、欠陥の内在する部品が混入してしまうことにより、生

産計画の大幅な遅れや、最悪の場合には納品後の製品に対するリコールなど、多額の費用を必要とす

る対策を実施する可能性があります。 

  

⑥Ｍ＆Ａにかかるリスク 

当社グループは成長に向け、本業との相乗効果のある企業との業務提携・企業提携・事業分割買

収・買収などを検討・実施し、事業拡大を図っております。この取組みには、ファイナンスリスクと

リーガルリスクが伴いますので、相手企業との契約に際しては、第三者による価値評価や専門家によ

る法的リスクの排除に努力し、妥当と判断できる範囲で締結を行っております。また、相手企業の選

定には、事業環境の分析を行い、投資価値と期待成果を吟味した上で実行しております。しかし、市

場の変化、競合企業による対抗処置や新規企業の参入などにより、当社の期待どおりに成果を発揮で

きない可能性があります。 

  

⑦主要な施設が地震等の災害により甚大な損害を被った場合のリスク 

当社グループの主要な製造拠点・研究開発施設は日本にあります。また、主要な事業所には基幹情

報システムサーバーが設置されております。日本は比較的頻繁に地震活動が起こる地域であり、これ

らの主要な施設が地震等の災害により甚大な損害を受けた場合、事業運営に支障を来たし、製造・出

荷または収益に遅れが生じ、施設の修復または建て直しのために巨額の費用が発生いたします。当社

グループは、地震以外の原因によるほとんどの潜在的な損失をカバーする保険に加入しております

が、これらの保険は起こりうるすべての損失を十分にカバーしない可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社では研究開発活動としてコア技術である環境創造技術と計測技術、メカトロ技術の組合せや個々の

技術の深耕、新規技術の導入により、新たな環境試験装置・検査システム・熱処理システムの開発、環境

試験装置を用いた信頼性評価技術・新素材の評価技術の研究、省エネルギー・脱フロン・製品リサイクル

といった環境負荷低減技術の開発を行っています。当連結会計年度における研究開発費は2,543百万円で

あり、事業セグメント別研究開発活動の成果および研究開発費は次のようになります。  

  

  

環境試験事業 

(1) 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO技術開発機構）からの委託を受け、高温

鉛はんだ代替技術開発のプロジェクトに参加し、RoHS規制に対応した高温はんだの鉛フリー化技術

の開発および信頼性評価の研究を平成17年度より継続実施しました。  

(2) 経済産業省の地域新生コンソーシアム研究開発事業に参加し、高信頼性電子デバイス生産システム

の研究の開発を今年度より開始しました。   

(3) さまざまな分野で、揮発性有機化合物（VOC）の測定分析に対応するVOC放散試験チャンバーにBAM

Test Method試験規格対応したオプションを開発しました。 

(4) （財）日本産業デザイン振興会により行われる、わが国で唯一の総合的デザイン評価・推奨制度で

ある2006年度グッドデザイン賞において、ワイドビュー恒温（恒湿）器：ＰＷＬ／ＰＷＵシリー

ズ、冷熱衝撃装置：ＴＳＤ－１００がダブル受賞しました。分かり易いユーザーインターフェイ

ス、細部にわたる親切な配慮設計、美しく斬新なデザインが評価されました。 

  

  当事業における研究開発費の金額は、1,099百万円であります。 

  



電子デバイス装置事業 

(1) 液体と気体の双方の性質を持つ「超臨界」状態の二酸化炭素（CO２）で半導体を洗浄する装置を開

発しました。 

(2) ガラス基板の大型化が進む液晶ディスプレイ（LCD）の製造用熱処理装置として、第8世代ガラス基

板（2200mm×2500mm）に対応した装置を製品化しました。さらにお客様の生産性向上に貢献するた

め、歩止まりの向上、ランニングコストの低減、タクトタイムの短縮などにつながる技術開発に取

り組んでいます。 

(3) 400℃において微小電流1μAでのエレクトロマイグレーション評価試験を実現する 

エレクトロマイグレーション評価システムを開発、製品化しました。 

既出荷の50mAモジュールに加えて下期は200mAモジュールを開発しラインナップを拡充しました。 

(4) ＮＡＮＤ型フラッシュメモリに最適化を行うことで、デバイス評価時間を従来比で 

大幅に短縮し試験効率を格段に向上できるフラッシュメモリ評価システムを開発しました。 

（ＮＡＮＤ型フラッシュメモリはi-Podに代表される携帯型音楽プレーヤ、携帯電話用記憶カー

ド、外部記憶媒体、ストレージなどに利用されて継続的にますます市場が拡大している半導体メモ

リデバイスのひとつです。） 

 当事業における研究開発費の金額は、1,436百万円であります。 

  

その他事業 

 環境リスクマネジメントの調査・研究費用等であります。 

  当事業における研究開発費の金額は、7百万円であります。  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

① 財政状態 

当連結会計年度末の総資産は45,357百万円となり、前連結会計年度末と比べ2,175百万円の増加と

なりました。その主な要因は、売上債権の増加額1,667百万円、たな卸資産の増加額390百万円、建物

及び構築物の増加額510百万円、のれんの増加額455百万円、有価証券の減少額869百万円、投資有価

証券の減少額732百万円によるものであります。売上債権につきましては、前連結会計年度同様、親

会社におきまして受取手形の流動化を実施しましたが、売上高の増加、第4四半期への売上集中によ

り増加となりました。建物及び構築物ににつきましては、ＥＳＰＥＣ ＫＯＲＥＡ ＣＯＲＰ．およ

びエスペックＩＣＦ株式会社による新工場建設などにより増加となりました。のれんにつきまして

は、エスペックＩＣＦ株式会社を連結対象としたことにより増加となりました。 

純資産の部では、前連結会計年度末の資本の部と比べ2,136百万円の増加となりました。その主な要

因は、当期純利益の計上によるものであります。 

  

② 経営成績 

売上高につきましては、42,595百万円（前連結会計年度比7.6%増）となり、前連結会計年度より
3,012百万円の増収となりました。セグメント別につきましては、環境試験事業において、国内自動
車市場におきまして、電子制御ユニットや各種車載センサーなどの電子化の進展に伴い、その開発・
評価用として恒温恒湿器や冷熱衝撃装置が好調に推移し、増収となりました。利益面につきまして
は、オペレーションの改善や生産性の向上などに取組んだ結果、増益となりました。アフターサービ
ス・エンジニアリングにつきましては、お客様への定期的な訪問サービスの推進により堅調に推移
し、増収となりましたものの、サービス・管理機能強化のための投資を積極的に実施したことにより
減益となりました。受託試験・レンタルにつきましては、国内最大級となる新試験所を開設するなど
好調な自動車市場のお客さまからの試験ニーズの増加にスムーズに対応し増収となりましたものの、
開設に伴う初期投資の影響により減益となりました。 
これらの結果、売上高は30,277百万円、営業利益は3,538百万円となりました。 
 電子デバイス装置事業につきましては、ＦＰＤ装置事業につきましては、台湾ＬＣＤメーカーを中
心に納入してまいりましたものの、ＬＣＤパネルの価格低下による設備投資の中止、先送りにより減
収となりました。利益面につきましては、韓国子会社の新工場建設や国際調達の推進による現地化の
拡大に加え、装置構造の見直しなどにより、利益率は改善いたしました。半導体装置事業につきまし
ては、パソコンやデジタル家電向けの旺盛な半導体需要を背景としたＤＲＡＭメーカーの積極的な設
備投資により、バーンイン装置が大幅に伸長し、増収となりました。利益面につきましては、外部経
営資源の有効活用による生産性の向上や販売費及び一般管理費の抑制に取組みましたものの、半導体
洗浄装置の販売不振、新製品の開発投資などにより、減益となりました。 
これらの結果、売上高は11,780百万円、営業利益は397百万円となりました。 
 その他事業につきましては、既存事業とのシナジー効果の期待できる成長分野に対し、積極的な経
営資源の投入を行い、収益の柱となる新たな事業の開発、創造を推進しております。また、従来から
取組んでおりました環境エンジニアリング事業も含まれております。これらの結果、売上高は911百
万円、営業利益は7百万円の損失となりました。 
なお、セグメント区分の変更に伴い、事業セグメントごとの前連結会計年度比率の記載は省略してお
ります。 
売上原価率は、全体で1.9ポイントの改善となりました。 
 販売費及び一般管理費につきましては、10,921百万円（前連結会計年度比16.4%増）となり、前連
結会計年度より1,538百万円の増加となりました。その主な要因は、研究開発費の増加792百万円、人
件費の増加424百万円によるものであります。 
 これらの結果、営業利益は3,930百万円（前連結会計年度比7.3%増）となり、前連結会計年度より
267百万円の増加となりました。 
 営業外損益につきましては、164百万円の利益となり、前連結会計年度より41百万円の減益となり
ました。その主な要因は、為替差益の減少33百万円、為替差損の増加34百万円、持分法による投資利
益の増加30百万円によるものであります。 
 これらの結果、経常利益は4,094百万円（前連結会計年度比5.8%増）となり、前連結会計年度より
225百万円の増加となりました。 
 特別損益につきましては、100百万円の損失となり、前連結会計年度より183百万円損失が減少しま
した。その主な要因は、役員退職慰労金の減少131百万円、事業譲渡益69百万円によるものでありま
す。 
  これらの結果、当期純利益は2,523百万円（前連結会計年度比5.0%増）となり、前連結会計年度よ
り119百万円の増加となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当企業集団(当社及び連結子会社)では、当連結会計年度は全体で1,534百万円の設備投資を実施しまし

た。 

所要資金については自己資金によっております。 

なお、重要な設備の売却、撤去等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 賃借している土地の面積については、[ ]で外書きしております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称等

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積 ㎡)

工具器具
及び備品

合計

本社 
(大阪市北区)

管理業務 
販売業務

その他 
設備

397 18
501

(1,668)
106 1,024 222

福知山工場 
(京都府福知山市)

環境試験事業 
電子デバイス
装置事業

環境試験機
器等の生産
設備

819 104
1,052

(54,821)
95 2,072 262

宇都宮テクノ 
コンプレックス 
(栃木県宇都宮市)

環境試験事業 
電子デバイス
装置事業

環境試験機
器等の生産
設備

658 24
877

(30,320)
67 1,628 52

神戸Ｒ＆Ｄ 
センター 
(神戸市北区)

環境試験事業 
電子デバイス
装置事業 
開発業務

研究開発設
備、環境試
験技術セン
ター

865 19
1,442

(31,910)
73 2,400 59

東京Ｒ＆Ｄ 
センター 
(東京都江東区)

開発業務
その他 
設備

197 0
―

[839]
22 220 5

東京支社 
(東京都港区)

管理業務 
販売業務

その他 
設備

59 ―
―

[679]
9 68 37



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 土地及び建物は賃借しており、年間賃借料は118百万円であります。賃借している土地の面積については、

[ ]で外書きしております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、ありません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類 
別セグメン 
トの名称等

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積 ㎡)
工具器具 
及び備品

合計

エスペックエン
ジニアリング㈱

本社 
(大阪府寝屋川市) 
及び全国21拠点

環境試験 
事業

その他設備 25 5
―

[3,531]
16 47 175

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類 
別セグメン 
トの名称等

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積 ㎡)
工具器具 
及び備品

合計

ESPEC NORTH  
AMERICA,INC.

本社及び工場 
(米国ミシガン州)

環境試験 
事業

環境試験機
器等の生産
設備

545 52
126

(42,492)
9 734 109



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 23,662,894 23,669,894

東京証券取引所
 市場第一部 
大阪証券取引所 
 市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 23,662,894 23,669,894 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

第１回新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

 
  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。 

  

株主総会決議日(平成14年６月27日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 21個 (注)１ 18個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 21,000株 18,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり547円 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～
平成19年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  547円
資本組入額 274円

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時におい

ても、当社または当社子会社

の取締役、執行役員もしくは

従業員の地位にあることを要

する。ただし、当社または当

社子会社の取締役もしくは執

行役員を任期満了により退任

した場合、定年退職その他正

当な理由のある場合にはこの

限りでない。 

対象者は、一度の手続きにお

いて割当を受けた新株予約権

の全部または一部を行使する

ことができる。ただし、権利

行使は１個単位とする。 

新株予約権者の相続人による

当該新株予約権の行使は認め

ない。 

その他権利行使に関する条件

については、本総会および新

株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と対象者の間

で締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割(または併合)の比率



第２回新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

 
  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。 

  

株主総会決議日(平成15年６月25日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 76個 (注)１ 72個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 76,000株 72,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり747円 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～
平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  747円
資本組入額 374円

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時におい

て、当社または当社子会社の

取締役、執行役員もしくは従

業員の地位にあることを要す

る。ただし、当社または当社

子会社の取締役もしくは執行

役員を任期満了により退任し

た場合、定年退職その他正当

な理由のある場合にはこの限

りでない。 

対象者は、一度の手続きにお

いて割当を受けた新株予約権

の全部または一部を行使する

ことができる。ただし、権利

行使は１個単位とする。 

新株予約権者の相続人による

当該新株予約権の行使は認め

ない。 

その他権利行使に関する条件

については、本総会および新

株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と対象者の間

で締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



第３回新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

 
  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。 

  

株主総会決議日(平成17年６月24日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 4,855個 (注)１  4,855個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 485,500株    485,500株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,266円 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 1,266円
資本組入額  633円

同左

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時におい

て、当社または当社子法人等

の役員もしくは従業員の地位

にあることを要する。ただ

し、当社または当社子法人等

の役員を任期満了により退任

した場合、定年退職その他正

当な理由のある場合にはこの

限りでない。 

対象者は、一度の手続きにお

いて割当を受けた新株予約権

の全部または一部を行使する

ことができる。ただし、権利

行使は１個単位とする。 

新株予約権者の相続人による

当該新株予約権の行使は認め

ない。 

その他権利行使に関する条件

については、本総会および新

株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と対象者との

間で締結する新株予約権割当

契約に定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 当社取締役、当社従業員、当社子会社の取締役および当社子会社の従業員に対して付与されたストックオプシ

ョン（第1回新株予約権 発行価格547円 資本組入額274円、第2回新株予約権 発行価格747円 資本組入額374

円）の権利行使に伴う新株発行であります。 

なお、平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が7,000

株、資本金が2百万円、資本準備金が2百万円増加しております。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式48,636株は、「個人その他」に486単元、「単元未満株式の状況」に36株を含めて記載しておりま

す。 

    なお、自己株式48,636株は株主名簿記載上の株式数であり、かつ、期末日現在の実質的な所有株式数であり

ます。 

２ 証券保管振替機構名義の1,500株は、「その他の法人」に15単元を含めて記載しております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日(注)

124,000 23,623,894 45 6,823 44 7,065

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日(注)

39,000 23,662,894 13 6,837 13 7,079

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 49 29 163 81 2 4,825 5,149 ―

所有株式数 
(単元)

― 86,313 4,322 24,430 39,082 33 82,217 236,397 23,194

所有株式数 
の割合(％)

― 36.51 1.83 10.33 16.54 0.01 34.78 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２ 平成19年5月21日付（報告義務発生日 平成19年5月15日）でブラックロック・ジャパン株式会社（2名連名

による共同保有）、平成19年1月22日付（報告義務発生日 平成19年1月15日）で株式会社みずほコーポレー

ト銀行（3名連名による共同保有）から大量保有報告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社とし

ては当事業年度末現在の実質所有状況の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,386 10.08

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,260 5.33

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

929 3.93

エスペック取引先持株会 大阪市北区天神橋３丁目５番６号 834 3.53

バンク オブ ニューヨークヨー
ロッパ リミテッド ルクセンブ
ルグ 
(常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室)

6D ROUTE DE TREVES
L-2633 SENNINGERBERG 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

760 3.21

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 713 3.02

エスペック従業員持株会 大阪市北区天神橋３丁目５番６号 551 2.33

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 546 2.31

ザ チェース マンハッタン バ
ンク 
(常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室)

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

475 2.01

小山栄一 大阪府吹田市 400 1.69

計 ― 8,858 37.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,768千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,088千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ブラックロック・ジャパン株式
会社 
(2名連名による共同保有)

東京都中央区丸の内一丁目7番12
号サピアタワー

1,988 8.40

株式会社みずほコーポレート銀
行 
(3名連名による共同保有)

東京都千代田区丸の内一丁目
3番3号

1,488 6.29



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権15個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 
     48,600

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,591,100
235,911 同上

単元未満株式
普通株式

   23,194
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 23,662,894 ― ―

総株主の議決権 ― 235,911 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
エスペック株式会社

大阪市北区天神橋３丁目
５番６号

48,600 ― 48,600 0.21

計 ― 48,600 ― 48,600 0.21



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

① 当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づ

き、当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場

合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものとす

る。 

  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役４名、当社執行役員10名
当社部長職28名、当社子会社の取締役７名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 250,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 547円(注)

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成19年６月30日

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、執
行役員もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または
当社子会社の取締役もしくは執行役員を任期満了により退任した場合、
定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りでない。 
対象者は、一度の手続きにおいて割当を受けた新株予約権の全部または
一部を行使することができる。ただし、権利行使は１個単位とする。 
新株予約権者の相続人による当該新株予約権の行使は認めない。 
その他権利行使に関する条件については、本総会以降に開催される取締
役会により決定し、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約
に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率



② 当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づ

き、当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを平成15年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場

合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものとす

る。 

  

決議年月日 平成15年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役４名、当社執行役員10名、当社管理職層105名 
当社子会社の取締役７名、当社子会社の管理職層20名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 362,000株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額(円) 747円(注)

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件

対象者は、本件新株予約権の権利行使時において、当社または当社子会
社の取締役、執行役員もしくは従業員の地位にあることを要する。ただ
し、当社または当社子会社の取締役もしくは執行役員を任期満了により
退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りでな
い。 
対象者は、一度の手続きにおいて割当を受けた新株予約権の全部または
一部を行使することができる。ただし、権利行使は１個単位とする。 
新株予約権者の相続人による当該新株予約権の行使は認めない。 
その他権利行使に関する条件については、本総会以降に開催される取締
役会により決定し、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約
に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率



   ③ 当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づ

き、当社ならびに当社子法人等の役員及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発

行することを平成17年６月24日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

    当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注)  当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場

合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものとす

る。 

  

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役３名、当社監査役１名、当社執行役員12名 
当社従業員152名、当社子法人等の取締役22名 
当社子法人等の監査役１名、当社子法人等の従業員74名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 500,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 1,266円（注）

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成22年６月30日

新株予約権の行使の条件

対象者は、本件新株予約権の権利行使時において、当社または当社子法
人等の役員もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社ま
たは当社子法人等の役員を任期満了により退任した場合、定年退職その
他正当な理由のある場合にはこの限りでない。 
対象者は、一度の手続きにおいて割当を受けた新株予約権の全部または
一部を行使することができる。ただし、権利行使は１個単位とする。新
株予約権者の相続人による当該新株予約権の行使は認めない。 
その他権利行使に関する条件については、本総会以降に開催される取締
役会により決定し、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約
に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・併合の比率



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りお

よび売渡しによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取
得および会社法第155条第7項に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 859 1,375,621

当期間における取得自己株式 40 61,280

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自
己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の売渡請求に
よる売渡）

120 127,404 40 42,696

保有自己株式数 48,636 ― 48,636 ―



３ 【配当政策】 

(1) 利益配分の基本方針 

当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要課題と認識すると同時に、永続的な企業

価値の向上が株主利益向上の基本であると考えております。配当金につきましては、各年度の連結業績

を重視し、配当性向を考慮した上で配当の決定を行います。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年2回を基本的な方針としております。配当の決

定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

(2) 当期の配当決定に当たっての考え方 

当期の業績は、受注・売上高・営業利益ともに過去最高を達成することができました。利益面につき

ましては、営業利益は3,930百万円（前期比7.3％増）、当期純利益は2,523百万円（前期比5.0％増）と

なりました。このような状況のなか、連結業績での配当性向を考慮し、期末配当金につきましては、1

株あたり11円とさせていただきました。これにより年間配当金は前期より2円増配の22円（配当性向は

連結20.6％、単独24.1％）となりました。 

  

(3) 内部留保資金の使途 

将来の利益の源泉となる新製品開発・新規事業開発等の成長・戦略分野への投資に活用してまいりま

す。 

  
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額 
（円）

平成18年11月14日取締役会決議 259 11

平成19年6月26日定時株主総会決議 259 11

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 650 1,568 1,750 2,275 2,035

最低(円) 318 383 865 1,007 1,410

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,599 1,629 1,660 1,603 1,579 1,530

最低(円) 1,423 1,435 1,511 1,465 1,440 1,426



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

― 野路井   達 昭和22年３月30日生

昭和40年３月 当社入社

(注)3 135

平成２年４月 環境テスト機器本部長

平成３年６月 取締役

平成８年４月 全社営業担当

平成８年６月 常務取締役

平成14年４月 代表取締役社長(現任)

平成15年３月 ESPEC NORTH AMERICA,INC.代表取

締役

平成16年３月 エスペックエンジニアリング株式

会社代表取締役社長(現任)

平成16年12月 上海愛斯佩克環境設備有限公司董

事長

平成16年12月 広州愛斯佩克環境儀器有限公司董

事長

代表取締役 ― 進   信 義 昭和21年８月23日生

昭和44年４月 当社入社

(注)3 45

平成４年４月 福知山工場長兼フロン対策室長

平成４年６月 取締役

平成８年４月 全社技術担当

平成８年４月 環境管理担当

平成８年６月 常務取締役

平成14年４月 取締役

平成16年３月 株式会社アポロメック（現エスペ

ックテクノ株式会社）代表取締役

社長(現任)

平成17年６月 代表取締役（現任）

取締役 ― 檜 作 榮四郎 昭和21年11月14日生

昭和40年３月 当社入社

(注)3 29

平成４年４月 購買部長

平成９年６月 取締役

平成14年６月 上席執行役員

平成17年２月 愛斯佩克環境保護技術（杭州）有

限公司董事長

平成17年４月 顧問

平成17年６月  取締役（現任）

平成17年10月 エスペックICF株式会社（現エス

ペックセミテクノロジ株式会社）

代表取締役社長(現任)

取締役 ― 佐 波 正 志 昭和13年３月11日生

昭和35年４月 東洋ベアリング製造株式会社（現

ＮＴＮ株式会社）入社

(注)3 1

平成５年６月 同社取締役

平成10年６月 同社常務取締役

平成13年６月 同社専務取締役

平成13年12月  同社代表取締役専務

平成14年６月 同社代表取締役副社長

平成15年３月 同社取締役副社長

平成17年６月 当社取締役（現任）

取締役 ― 内 藤 正 久 昭和13年２月20日生

昭和36年４月 通商産業省に入省

(注)3 5

平成３年６月  同省大臣官房長

平成５年６月  同省産業政策局長

平成10年４月  伊藤忠商事株式会社代表取締役副  

 社長

平成12年４月  同社取締役副会長

平成15年６月  財団法人日本エネルギー経済研究   

 所理事長（現任）

平成18年６月  当社取締役(現任)



 
(注) １ 取締役 佐波正志氏および内藤正久氏は、社外取締役であります。 

２ 監査役 松村安之氏および村瀨一郎氏は、社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結のときから平成20年3月期に係る定時株主総会終結

のときまでであります。 

４ 監査役の任期は、それぞれ以下のとおりであります。 
 

５ 所有株式数は、役員持株会のものを含めて表示しております。 

６ 当社では、業務執行機能と経営監視機能の明確な分離を図り、権限と責任の明確化と意思決定と実践のスピ

ードを高め、より社会性・透明性・効率性の高い経営体制の確立をめざして平成14年４月に執行役員制度を

導入いたしました。 

  執行役員は以下のとおりであります。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 廣   信 義 昭和18年８月２日生

昭和60年４月 当社入社

(注)4 12
平成５年４月  総務部長

平成13年６月  監査役

平成14年２月  常勤監査役(現任)

常勤監査役 ― 新 田 廣 治 昭和22年６月29日生

昭和41年３月  当社入社

(注)4 8

平成13年４月  タバイエスペックサービス株式会社

（現エスペックエンジニアリング株

式会社）管理部長

平成16年６月  同社監査役

平成19年６月  常勤監査役（現任）

監査役 ― 松 村 安 之 昭和31年８月29日生

昭和54年10月 司法試験合格

(注)4 1

昭和57年４月  大阪弁護士会登録 

 松川雄次法律総合事務所勤務

平成元年４月  松村安之法律事務所開設

平成17年６月  当社監査役（現任）

監査役 ― 村 瀨 一 郎 昭和27年10月25日生

昭和52年10月  監査法人サンワ東京丸の内事務

所（現監査法人トーマツ）入所

(注)4 ―
昭和59年8月  公認会計士第３次試験合格 

 公認会計士、税理士登録

昭和63年７月  村瀨一郎公認会計士事務所開設

平成18年６月  当社監査役（現任）

計 238

廣 信義
平成16年3月期に係る定時株主総会終結のときから平成20年3月期に係る定時株主総会終結の
ときまで   

新田廣治
平成19年3月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年3月期に係る定時株主総会終結の
ときまで

松村安之
平成17年3月期に係る定時株主総会終結のときから平成21年3月期に係る定時株主総会終結の
ときまで

村瀨一郎
平成18年3月期に係る定時株主総会終結のときから平成22年3月期に係る定時株主総会終結の
ときまで   

役名 担当及び職名 氏名

専務執行役員 輸出管理本部長 兼 管理本部長 中井 良雄

上席執行役員 技術開発本部長 兼 神戸R&Dセンター長 兼 東京R&Dセンター長 福本 博道

上席執行役員 国際事業本部長 石田 雅昭

上席執行役員 戦略企画本部長 兼 資材本部長 三枝 雅貴

執行役員 環境テスト事業部長 兼 福知山工場長 水野 浩三

執行役員 FPD装置事業部長 島田 種雄

執行役員 半導体計測システム事業部長 兼 宇都宮テクノコンプレックス事業所

長

石井 邦和

執行役員 営業本部長 兼 国際事業本部副本部長 兼 東京支社長 曽田 聖二

執行役員 戦略企画本部事業開発室長 久保田 靖文

執行役員 管理本部副本部長 兼 総務部長 一色 直樹

執行役員 国際事業本部副本部長 山口 高司

執行役員 品質本部長 桶谷  馨



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、企業は人々のさまざまな願いや社会の期待に応えるための役割や機能を果たす社会的な装置で

あるという「企業は公器」との考えのもと、企業活動を進めるうえで関わり合う顧客や株主、従業員など

のステークホルダーとの間で、お互いにとってより良い関係を築き、それぞれに対する価値交換性を高

め、責任を果たしていくことが社会的使命であると考えております。 

この基本的考えを踏まえて事業活動を行うにあたり、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の確立は不

可欠であり、コンプライアンス（法令遵守）の確保と、より社会性・透明性・効率性の高い経営体制の確

立を目指しております。 

（１）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

当社は、業務執行機能と経営監視機能の明確な分離を図り、権限と責任の明確化と、意思決定と実践

の迅速性を高めるため、平成14年4月より、執行役員制度を導入し、原則として月1回執行役員会を開催

しております。また、取締役の任期を2年から1年に短縮するなど、経営責任についても明確化を図って

おります。提出日現在、取締役は社外取締役2名を含む5名、執行役員は社長を含め13名で構成しており

ます。取締役候補者につきましては、一定の要件を満たす者の中から取締役が推薦し、取締役会にて審

議のうえ決定しております。取締役報酬等の決定につきましては、株主総会にて決議された範囲におい

て、一定の報酬基準をもとに取締役会にて決定しております。 

当社は監査役設置会社であります。監査役会は、提出日現在、社外監査役2名を含む4名で構成してお

り、監査役は毎月開催される取締役会に必ず出席し、取締役に対する監査および執行役員会で協議・決

定された業務執行に対して適正な監査を行っております。 

②会社の機関・内部統制の関係 

  

 

  



③会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

（基本的な考え方） 

当社は意思決定および業務執行が、法令および定款・社内規定を遵守し適正に行われるために必要な

体制・制度を整備し、その運営状況のチェックと自浄機能が作用される社内システムを構築・維持する

ことにより、社会やステークホルダーに信頼される会社であり続けることを内部統制に関する基本理念

としています。また、グループ各社に関しても、各社の規模・状況に応じた内部統制システムの構築を

目指しております。 

（整備状況） 

当社は、監査役制度を採用しております。提出日現在、監査役会は社外監査役2名を含む4名で構成し

ており、監査役は毎月開催される取締役会に必ず出席するとともに、取締役に対する監査および執行役

員会で協議・決定された業務執行に対する監査を適正に行っております。 

会計監査につきましては、監査法人トーマツへ監査業務を委託しており、法令等を遵守した監査を実

施しております。 

内部監査機能としましては、代表取締役社長の直轄部門である内部監査室が、各機能部門・事業部門

およびグループ会社の内部監査を実施しており、代表取締役社長、取締役会および監査役会へ監査結果

を報告しております。なお、提出日現在、内部監査室の人員は、専任者3名であります。 

また、監査役と連携して適正な監査を効率的に執行するとともに、監査役の監査業務をサポートして

おります。 

コンプライアンス体制につきましては、平成11年12月に企業理念「ＴＨＥ ＥＳＰＥＣ ＭＩＮＤ」を

策定し、法令および当グループの各社定款・社内規定を遵守した企業活動を推進しております。また、

公益通報者保護法の施行にあわせて平成18年4月に内部通報規定を制定し、内部窓口(監査役と内部監査

室)と外部窓口（弁護士）を設置するとともに、当社およびグループ各社の内部統制システムを整備す

るために、内部統制準備委員会（現・内部統制委員会）を設置し、また平成18 年5 月にエスペック行

動憲章・行動規範を制定するなど、より一層のコンプライアンス体制の強化に取組んでおります。ま

た、平成18年12月には、外部ステークホルダーからの通報を受付ける窓口を設置しております。 

リスク管理体制への取組みとしましては、平成14年2月より危機対応規定を制定しておりましたが、

リスク管理委員会を平成18年8月に設置し、リスクマネジメント方針を制定して、リスク管理に取組ん

でおります。情報管理体制につきましては、情報セキュリティの確保と情報の有効活用を目的として、

平成16年9月に情報管理委員会を発足し、平成17年4月の個人情報保護法の完全施行にあわせて情報管理

規定を制定し、各種情報の取得・記録・保存・使用・廃棄などについての適切な管理の推進を図ってお

ります。 

会社情報の開示体制としましては、適時適切な開示の充実を目的とし、平成17年3月に情報開示規定

を制定し、平成17年度より情報開示委員会を発足し、以降、必要な都度委員会を開催し任意開示情報も

含め適切に開示しております。 



④内部監査および監査役監査の状況 

（監査役と会計監査人の連携状況） 

監査役および監査役会は、会計監査人から監査計画の概要を受領し、監査重点項目等について説明を

受け意見交換しております。また、必要に応じて会計監査人の往査および監査講評に立ち会うほか、監

査の実施経過について適宜報告を求めております。監査役は会計方針、会計処理の方法等が、会社財産

の状況、計算書類等へ及ぼす影響、適用すべき会計基準および公正な会計慣行等に照らして適正である

かについて会計監査人の意見を聴取しております。監査役会は会計監査人から監査報告書および監査に

関する資料を受領するとともに、重要事項についての説明を求め会計監査人の監査報告書の調査を行っ

ております。会合の状況につきましては、決算・監査スケジュールに応じた日程により実施するととも

に、随時必要に応じて会合を開き、また電子文書等も含め意見交換など実施しております。 

（監査役と内部監査部門の連携状況） 

当社の内部監査機能といたしましては、社長の直轄部門である内部監査室が、各機能部門、事業部門

およびグループ会社の内部監査を実施しております。内部監査に際しては、監査役との連携を重視し、

効率的かつ効果的に実施しております。また、内部監査室は、原則として監査役会に出席して報告・意

見交換するなど、監査役監査、内部監査の一層の充実に努めております。 

⑤会計監査の状況 

当社の会計監査につきましては、監査法人トーマツがこれにあたっております。業務執行社員は、仲

尾彰記氏、和田朝喜氏であります。監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士９名、会計士補等５名

であります。 

⑥社外取締役および社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概

要 

社外取締役および社外監査役と当社との間に該当事項はありません。 

（２）役員報酬の内容 

第49回定時株主総会決議による取締役報酬限度額（月額）は16百万円であります。取締役報酬に関し

ましてはその範囲内で支給しており、平成19年3月期における支給額は、社内取締役に対して 89百万

円、社外取締役に対して15百万円、合計で104百万円であります。また、第44回定時株主総会決議によ

る監査役報酬限度額（月額）は4百万円であります。監査役報酬に関しましてはその範囲内で支給して

おり、平成19年3月期における支給額は、30百万円であります。当該支給額には、役員賞与等を含んで

おります。 

（３）監査報酬の内容 

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は22百万円であ

ります。 

また、上記以外の業務である内部統制システム構築支援業務等を委託し、対価として5百万円を支払

っています。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※1 3,844 4,143

 ２ 受取手形及び売掛金 ※8 16,316 17,984

 ３ 有価証券 1,568 699

 ４ たな卸資産 2,817 3,207

 ５ 繰延税金資産 519 500

 ６ その他 1,432 1,912

 ７ 貸倒引当金 △7 △13

    流動資産合計 26,492 61.3 28,433 62.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※1 8,462 9,187

    減価償却累計額 4,642 3,820 4,856 4,331

  (2) 機械装置及び運搬具 975 1,147

    減価償却累計額 695 279 787 359

  (3) 工具器具及び備品 3,655 3,774

    減価償却累計額 2,894 760 2,991 783

  (4) 土地
※1 
※4

4,500 4,524

  (5) 建設仮勘定 248 44

    有形固定資産合計 9,609 22.3 10,042 22.1

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん ― 455

  (2) その他 1,507 1,455

   無形固定資産合計 1,507 3.5 1,911 4.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※3 4,018 3,285

  (2) 繰延税金資産 125 226

  (3) その他 ※3 1,609 1,640

  (4) 貸倒引当金 △179 △182

    投資その他の資産合計 5,573 12.9 4,971 11.0

    固定資産合計 16,690 38.7 16,924 37.3

    資産合計 43,182 100.0 45,357 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金
※1 
※8

7,203 7,770

 ２ 短期借入金 ※1 438 369

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※1 34 60

 ４ 一年以内償還予定の 
   転換社債

50 ―

 ５ 未払法人税等 1,033 830

 ６ 賞与引当金 505 542

 ７ 役員賞与引当金 ― 52

 ８ 製品保証引当金 300 274

 ９ その他 2,219 2,273

   流動負債合計 11,785 27.3 12,174 26.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※1 522 478

 ２ 繰延税金負債 17 38

 ３ 退職給付引当金 514 359

 ４ 連結調整勘定 148 ―

 ５ 負ののれん ― 127

 ６ その他 564 642

   固定負債合計 1,766 4.1 1,647 3.6

   負債合計 13,552 31.4 13,821 30.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 230 0.5 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,823 15.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 7,101 16.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 15,078 34.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 △26 △0.0 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 529 1.2 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定 △55 △0.1 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※5 △50 △0.1 ― ―

   資本合計 29,399 68.1 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

43,182 100.0 ― ―



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 6,837 15.1

 ２ 資本剰余金 7,115 15.7

 ３ 利益剰余金 17,048 37.6

 ４ 自己株式 △51 △0.1

   株主資本合計 30,949 68.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

374 0.8

 ２ 土地再評価差額金 △32 △0.1

 ３ 為替換算調整勘定 64 0.1

   評価・換算差額等 
   合計

406 0.9

Ⅲ 少数株主持分 179 0.4

   純資産合計 31,536 69.5

   負債及び純資産合計 45,357 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 39,582 100.0 42,595 100.0

Ⅱ 売上原価 26,536 67.0 27,743 65.1

   売上総利益 13,045 33.0 14,851 34.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 給与手当 2,404 2,712

 ２ 開発研究費 ※1 1,751 2,543

 ３ 賞与引当金繰入額 170 175

 ４ 製品保証引当金繰入額 285 258

 ５ 手数料 1,008 928

 ６ 役員賞与引当金繰入額 ― 52

 ７ その他 3,761 9,382 23.7 4,250 10,921 25.6

   営業利益 3,663 9.3 3,930 9.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 33 36

 ２ 受取配当金 19 34

 ３ 持分法による投資利益 134 165

 ４ 有価証券売却益 63 ―

 ５ 為替差益 33 ―

 ６ その他 70 354 0.9 134 369 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 36 34

 ２ 営業外手数料 16 13

 ３ たな卸資産廃棄損 53 67

 ４ たな卸資産評価損 12 ―

 ５ 為替差損 ― 34

 ６ その他 27 147 0.4 55 205 0.5

   経常利益 3,869 9.8 4,094 9.6



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 22 2

 ２ 製品保証引当金戻入益 89 8

 ３ 退職給付引当金戻入益 20 ―

 ４ 事業譲渡益 ― 69

 ５ 受取補償金 ― 46

 ６ 企業年金保険返戻金 27 ―

 ７ 関係会社清算益 2 ―

 ８ 投資有価証券売却益 ― 162 0.4 5 131 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 25 70

 ２ 投資有価証券評価損 95 93

 ３ 役員退職慰労金 171 40

 ４ 特別退職金 40 ―

 ５ 記念行事費用 21 ―

 ６ 関係会社清算損 37 10

 ７ 貸倒引当金繰入額 ― 5

 ８ 減損損失 ※2 54 445 1.1 11 231 0.5

   税金等調整前当期純利益 3,586 9.1 3,994 9.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,271 1,422

   法人税等調整額 △79 1,192 3.0 25 1,447 3.4

   少数株主利益又は 
   少数株主損失（△）

△9 △0.0 24 0.1

   当期純利益 2,403 6.1 2,523 5.9



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 7,069

Ⅱ 資本剰余金増加高

    ストックオプション行使 
   に伴う新株発行

44 44

Ⅲ 資本剰余金減少高

   自己株式処分差損 13 13

Ⅳ 資本剰余金期末残高 7,101

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 13,057

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 2,403

 ２ 土地再評価差額金取崩額 26 2,429

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 373

 ２ 役員賞与 35 409

Ⅳ 利益剰余金期末残高 15,078



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,823 7,101 15,078 △50 28,952

連結会計年度中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

13 13 27

 剰余金の配当 △518 △518

 役員賞与 △48 △48

 当期純利益 2,523 2,523

 自己株式の取得 △1 △1

 自己株式の処分 0 0 0

 連結子会社増加に伴う剰余金 
 増加高

51 51

 連結子会社増加に伴う剰余金 
 減少高

△40 △40

 その他 4 4

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

13 13 1,970 △1 1,997

平成19年３月31日残高(百万円) 6,837 7,115 17,048 △51 30,949

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

為替換算
調整勘定

平成18年３月31日残高(百万円) 529 △26 △55 230 29,630

連結会計年度中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

27

 剰余金の配当 △518

 役員賞与 △48

 当期純利益 2,523

 自己株式の取得 △1

 自己株式の処分 0

 連結子会社増加に伴う剰余金 
 増加高

51

 連結子会社増加に伴う剰余金 
 減少高

△40

 その他 4

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△154 △6 120 △51 △91

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△154 △6 120 △51 1,905

平成19年３月31日残高(百万円) 374 △32 64 179 31,536



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 3,586 3,994

 ２ 減価償却費 843 976

 ３ 減損損失 54 11

 ４ 有価証券評価損 95 93

 ５ 貸倒引当金の増減額 △28 4

 ６ 退職給付引当金の減少額 △91 △168

 ７ 役員賞与引当金の増加額 ― 52

 ８ 受取利息及び受取配当金 △53 △70

 ９ 支払利息 36 34

 10 有価証券売却益 △63 △3

 11 有価証券売却損 ― 22

 12 持分法による投資利益 △134 △165

  13  事業譲渡益 ― △69

 14 役員賞与の支払額 △37 △50

 15 売上債権の増加額 △1,833 △1,262

 16 たな卸資産の増減額 1,178 △80

 17 仕入債務の減少額 △143 △189

 18 その他 277 248

    小計 3,687 3,379

 19 利息及び配当金の受取額 137 153

 20 利息の支払額 △36 △32

 21 法人税等の支払額 △1,019 △1,670

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

2,768 1,829

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △174 △145

 ２ 定期預金の払戻しによる収入 ― 12

 ３ 長期性預金の預入による支出 △100 ―

 ４ 有価証券の取得による支出 △169 ―

 ５ 有価証券の売却及び償還 
   による収入

200 168

 ６ 有形・無形固定資産の取得 
   による支出

△1,034 △1,368

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △2,050 △1,037

 ８ 投資有価証券の売却及び償還
   による収入

485 604

 ９ 子会社への出資による支出 ― △102

 10 子会社株式の追加取得 
   による支出

△98 △51

 11 事業譲渡による収入 ― 118

 12 貸付金の実行による支出 △230 △7

 13 貸付金の回収による収入 6 33

 14 その他 △50 14

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,217 △1,760



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入による収入 428 773

 ２ 短期借入金の返済による支出 △381 △856

 ３ 長期借入による収入 ― 20

 ４ 長期借入金の返済による支出 △44 △44

 ５ 転換社債の償還による支出 ― △50

 ６ 配当金の支払額 △372 △519

 ７ 少数株主への配当金の支払額 △1 △1

 ８ 自己株式の取得による支出 △25 △1

 ９ 自己株式の処分による収入 141 0

 10 株式発行による収入 90 27

 11 その他 0 ―

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△166 △652

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

129 47

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △485 △535

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,247 5,762

Ⅶ 新規連結に伴う 
  現金及び現金同等物の増加高

― 311

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 5,762 5,538



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 10社

  主要な連結子会社の名称

  エスペックエンジニアリング㈱ 

ESPEC NORTH AMERICA,INC.

  

(イ)連結子会社の数 12社

  主要な連結子会社の名称

  エスペックエンジニアリング㈱ 

ESPEC NORTH AMERICA,INC.

  前連結会計年度において非連結子

会社であったエスペックＩＣＦ㈱

及び谷口科学㈱と大分谷口科学㈱

が合併し、設立されたエスペック

九州㈱は、重要性が増したことに

より当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。

(ロ)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社は大分谷口科

学㈱であります。

  (連結の範囲から除いた理由)

  非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためで

あります。

(ロ)主要な非連結子会社の名称等

主 要 な 非 連 結 子 会 社 は ESPEC 

EUROPE GmbHであります。

  (連結の範囲から除いた理由)

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の非連結子会社数

              なし

(イ)持分法適用の非連結子会社数

              なし

(ロ)持分法適用の関連会社数

              １社

  広州愛斯佩克環境儀器有限公司で

あります。

(ロ)持分法適用の関連会社数

              １社

同左

(ハ)持分法を適用していない非連結子

会社（大分谷口科学㈱他）および

関連会社（済南山大阿波羅保科技

有限公司）は、それぞれ当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。

(ハ)持分法を適用していない非連結子

会社(ESPEC EUROPE GmbH他)は、

当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、決算日が12月31日

のESPEC NORTH AMERICA,INC.、ESPEC 

(CHINA) LIMITED（香港）、愛斯佩克

環境儀器（上海）有限公司、上海愛斯

佩克環境設備有限公司およびESPEC 

KOREA CORP.は、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券

   その他有価証券のうち、時価の

あるものは、決算期末日の市場

価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定)、時価のないものは、

移動平均法による原価法によっ

ております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券

   その他有価証券のうち、時価の

あるものは、決算期末日の市場

価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定)、時価のないもの

は、移動平均法による原価法に

よっております。

 (ロ)たな卸資産

   仕掛品は主として個別法による

原価法、その他のたな卸資産は

主として総平均法による原価法

によっております。

 (ロ)たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 (イ)有形固定資産

   定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除

く)は、定額法によっておりま

す。

   在外連結子会社は定額法を採用

しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

   建物 15年～50年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 (イ)有形固定資産

   定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除

く)は、定額法によっておりま

す。

   在外連結子会社は定額法を採用

しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

   建物 5年～50年

 (ロ)無形固定資産

   定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

   自社利用のソフトウェア ５年

 (ロ)無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

   従業員への賞与の支払いに備え

るため、支給見込額基準により

計上しております。

 (ロ)賞与引当金

同左



  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

 (ハ)    ―――  (ハ)役員賞与引当金

   役員に対する賞与の支給に備え

るため、当連結会計年度におけ

る支給見込額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用し

ております。なお、この変更に

よる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。 

 

 (ニ)製品保証引当金

   製品の保証期間に係る無償のア

フターサービス費用の支出に備

えるため、売上高に対する保証

費用の発生経験率に基づき計上

しております。

 (ニ)製品保証引当金

同左

 (ホ)退職給付引当金

      従業員への退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上し

ております。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により翌連結

会計年度から費用処理しており

ます。

 (ホ)退職給付引当金

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は、期中平均相場によ

り換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しておりま

す。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は、期中平均相場によ

り換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上しており

ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左



  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (6)           ―――

 ① ヘッジ会計の方法

   為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等について振当処

理を適用しております。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段………為替予約

   ヘッジ対象………外貨建金銭債

権債務等

 ③ ヘッジ方針

   リスク管理方針に基づき、ヘッ

ジ対象に係る為替相場の変動リ

スクを回避する目的で一定の範

囲内で為替予約を行っておりま

す。

 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

   為替予約の締結時にリスク管理

方針にしたがい、為替予約を外

貨建金銭債権債務等に振当てる

ことで、キャッシュ・フロー変

動を完全に相殺するものと想定

されることから有効性の判定を

省略しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜処理によっておりま

す。

  消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価は、

全面時価評価法によっております。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。

―――

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

――― のれんは１０年間で均等償却しており

ます。 

負ののれんは５年間で均等償却してお

ります。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づき作成しておりま

す。

―――

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払い預金の他、取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還期限

の到来する、容易に換金可能であり、

かつ、価格変動について僅少なリスク

しか負わない短期投資からなっており

ます。

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が54百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除しており

ます。 

 

           ───

(重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基

準の変更） 

 在外子会社等の財務諸表項目のうち収益及び費用につ

いては、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算しておりましたが、当連結会計年度より

期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いた

しました。 

 この変更は、在外子会社等の収益費用の重要性が増し

てきたことに伴い、為替相場の変動による期間損益への

影響を平均化し、会計期間を通じて発生する損益をより

適切に連結財務諸表に反映させるために行ったものであ

ります。 

 なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える

影響は軽微であります。 

 また、当該変更は当下半期に行っておりますが、これ

は在外子会社等の下半期における為替相場の変動幅が上

半期と比べて大きくなったことを機に換算の方法の見直

しを行ったためであります。したがって、当中間連結会

計期間は従来の方法によっておりますが、当中間連結会

計期間において当連結会計年度末と同じ方法を採用した

場合においても影響は軽微であります。 

 



会計処理の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(従業員社宅家賃の会計処理の変更) 

 従来、部門共通経費配賦前の営業利益を社内管理及び

評価の基準としておりましたが、当連結会計年度より、

社内管理及び評価の基準を外部公表セグメント営業利益

に全社的に統一変更いたしました。これを契機に部門成

果及びコストをより適切に反映させるため、従来営業外

収益で計上していました従業員社宅家賃を営業費用から

控除（各部門費のマイナス）とすることにいたしまし

た。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益が113百万円増加しております。また、各セグメ

ントに与える影響額については、当該箇所に記載してお

ります。

───

                     

─── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。また、従

来の「資本の部」の合計に相当する金額は31,356百万円

であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度まで財務活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しておりました「長期借入金

の返済による支出」（前連結会計年度15百万円）は、金

額の重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

することといたしました。

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記さ

れていたものは、「負ののれん」として表示しておりま

す。



次へ 

追加情報 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

                      ─── （見積もり費用の取扱いについて） 

 基幹情報システムの一環としての原価計算システムが 

当連結会計年度より更新されることを契機に、利益管

理・原価管理方法についても見直しを行い、従来、製造

間接費として製造原価に含めておりました受注獲得に要

する見積もり費用を、個別的に把握することができるこ

ととなったため、当連結会計年度から受注獲得に要する

見積もり費用を製造原価から分離し販売費及び一般管理

費に含めることといたしました。この変更に伴い、従来

の方法によった場合に比べ、売上総利益は138百万円増

加しております。 

（レンタル事業関連費用の取扱いについて） 

 従来、託験サービス事業中のレンタル事業については 

その事業規模が小さいこともありレンタル設備の減価償 

却費・賃借料等の設備のランニング費用を販売費及び一 

般管理費に含めておりましたが、レンタル事業拡大によ 

りレンタル設備のランニング費用も増加しその数値的重 

要性も増してきましたので、当連結会計年度より売上原 

価に含めることに変更いたしました。この変更に伴い、 

従来の方法によった場合に比べ、売上総利益は88百万円 

減少しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

※１ 担保資産

   担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 34百万円

建物及び構築物 584百万円

土地 210百万円

 計 828百万円

    

担保付債務は次のとおりであります。

一年以内返済予定の長期 

借入金 32百万円

長期借入金 502百万円

計 534百万円

 
 
 ２          ───

 

 

※１ 担保資産

   担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 66百万円

建物及び構築物 577百万円

土地 211百万円

 計 855百万円

    

担保付債務は次のとおりであります。

買掛金 0百万円

一年以内返済予定の長期 

借入金 36百万円

長期借入金 470百万円

計 507百万円

２ 保証債務
      下記の会社に対し、債権流動化に伴う買戻し義 
   務を有しております。 
   株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行         204百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 783百万円

投資その他の資産「その他」 
(出資金)

489百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 71百万円

投資その他の資産「その他」
(出資金)

657百万円

※４ 当社は「土地の再評価に関する法律」(平成10年

３月31日公布法律第34号)に基づいて事業用土地

の再評価を行っております。

  ① 土地の再評価方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める土

地課税台帳に登録された価額(固定資産税評価額)

に合理的な調整を行う方法及び同条第５号に定め

る不動産鑑定士の鑑定評価による方法により算出

しております。

  ② 再評価を行った年月日

    平成14年３月29日

  ③ 再評価を行った土地の決算期末日における時価

と再評価後の帳簿価額との差額   △311百万円

※４ 当社は「土地の再評価に関する法律」(平成10年

３月31日公布法律第34号)に基づいて事業用土地

の再評価を行っております。

  ① 土地の再評価方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める土

地課税台帳に登録された価額(固定資産税評価額)

に合理的な調整を行う方法及び同条第５号に定め

る不動産鑑定士の鑑定評価による方法により算出

しております。

  ② 再評価を行った年月日

    平成14年3月29日

  ③ 再評価を行った土地の決算期末日における時価

と再評価後の帳簿価額との差額   △156百万円

※５ 自己株式の保有数     普通株式    47,897株 ※５                  ―――

 ６ 受取手形割引高            4百万円  ６          ―――              

 ７       ―――   ７ 受取手形裏書譲渡高            7百万円

※８       ―――  ※８ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

  受取手形                         40百万円 

  支払手形               52百万円 



(連結損益計算書関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

1,751百万円

※２  減損損失 
   当社グループは、以下の資産グループについて 
   減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地
京都府
福知山市

 54

計 54

当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎
として資産をグルーピングしております。なお、
遊休資産については個々の資産単位でグルーピン
グを行っております。 
上記の資産は、遊休資産であり、帳簿価額を回収
可能価額（正味売却価額）まで減額し、当該減少
額（54百万円）を減損損失として計上いたしまし
た。 
なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額によって
おります。

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

2,543百万円

※２  減損損失
   当社グループは、以下の資産グループについて 
   減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地
京都府
福知山市

11

計 11

当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎
として資産をグルーピングしております。なお、
遊休資産については個々の資産単位でグルーピン
グを行っております。 
上記の資産は、遊休資産であり、帳簿価額を回収
可能価額（正味売却価額）まで減額し、当該減少
額（11百万円）を減損損失として計上いたしまし
た。 
なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額によって
おります。



次へ 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

          ストックオプションの権利行使による増加   39千株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    859株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少   120株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成14年、平成15年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  なお、平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３ 全ての新株予約権につきましては、会社法の施行日前に付与されたものであるため、残高はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 23,623 39 ― 23,662

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 47,897 859 120 48,636

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結 
会計年度 
末残高 

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当連結 
会計年度末

提出会社

平成14年新株予約権 普通株式 29,000 ― 8,000 21,000 ―

平成15年新株予約権 普通株式 107,000 ― 31,000 76,000 ―

平成17年新株予約権 普通株式 485,500 ― ― 485,500 ―

合計 621,500 ― 39,000 582,500 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月27日 
定時株主総会

普通株式 259 11 平成18年3月31日 平成18年6月28日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 259 11 平成18年9月30日 平成18年12月8日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 259 11 平成19年3月31日 平成19年6月27日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,844百万円

有価証券勘定 1,499百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △181百万円

流動資産「その他」に含まれる 

金銭信託
600百万円

現金及び現金同等物期末残高 5,762百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,143百万円

有価証券勘定 699百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △326百万円

流動資産「その他」に含まれる 

 金銭信託 

 売掛債権信託受益権

600百万円

422百万円

現金及び現金同等物期末残高 5,538百万円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

72 55 17

工具器具 
及び備品

535 212 323

合計 608 267 340

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

99 51 48

工具器具
及び備品

689 240 448

その他
（ソフトウ
エア）

111 32 79

合計 900 324 576

   なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

   なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 141 百万円

 １年超 294 百万円

 合計 436 百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 223 百万円

 １年超 494 百万円

 合計 718 百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 支払リース料 170 百万円

 減価償却費相当額 145 百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 支払リース料 223 百万円

 減価償却費相当額 186 百万円



前へ   次へ 

  

  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 １年以内 10 百万円

 １年超 8百万円

 合計 18 百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 １年以内 71 百万円

 １年超 338 百万円

 合計 409 百万円

(貸主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(貸主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品

115 42 72

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品

138 58 79

   なお、取得価額相当額は、営業債権の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「受取利子込み法」により算定しておりま

す。

   なお、取得価額相当額は、営業債権の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「受取利子込み法」により算定しておりま

す。

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 34 百万円

 １年超 60 百万円

 合計 95 百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 39 百万円

 １年超 64 百万円

 合計 103 百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、営業債

権の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「受取利子込み法」により算

定しております。

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、営業債

権の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「受取利子込み法」により算

定しております。

 (3) 受取リース料及び減価償却費相当額

 受取リース料 30 百万円

 減価償却費相当額 23 百万円

 (3) 受取リース料及び減価償却費相当額

 受取リース料 38 百万円

 減価償却費相当額 29 百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 １年以内 101 百万円

 １年超 0百万円

 合計 102 百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 １年以内 114 百万円

 １年超 4 百万円

 合計 118 百万円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 「連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」の中には、減損処理を行った有価証券が含まれておりま

す。減損額は前連結会計年度95百万円、当連結会計年度93百万円であります。なお、当該有価証券の減損にあ

たっては、時価の下落率が30％以上のものを「著しく下落した」ものと判断しております。ただし、時価の下

落率が30％以上であっても50％未満のものについては、過去１年間の市場価格の推移等を考慮し、個々の銘柄

ごとに回復可能性を判断し、減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度(平成18年3月31日) 当連結会計年度(平成19年3月31日)

取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 

(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

 ① 株式 958 1,852 893 1,448 2,218 770

 ② 債券 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 155 158 2 49 51 1

小計 1,114 2,010 895 1,498 2,270 772

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

 ① 株式 ― ― ― 460 326 △134

 ② 債券 266 266 △0 ― ― ―

 ③ その他 392 388 △3 96 96 △0

小計 659 655 △3 557 422 △135

合計 1,774 2,666 892 2,055 2,693 637

区分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額(百万円) 524 521

売却益の合計額(百万円) 70 8

売却損の合計額(百万円) 7 22



前へ   次へ 

３ 時価評価されていないその他有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものについて今後の償還予定額 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 476 383

コマーシャルペーパー 1,499 499

マネーマネジメントファンド ― 200

投資事業組合出資金 160 137

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

 ① 債券

    社債 69 ― 200 ―

    コマーシャルペーパー 1,499 ― ― ―

    その他 ― ― ― ―

 ② その他

   投資信託 ― ― 100 ―

   投資事業組合出資金 37 103 56 19

合計 1,605 103 357 19

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

 ① 債券

    社債 ― ― ― ―

    コマーシャルペーパー 499 ― ― ―

    その他 ― ― ― ―

 ② その他

   投資信託 ― ― ― ―

   投資事業組合出資金 21 99 68 ―

合計 521 99 68 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社は、為替予約取引を利用しております。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

当社の為替予約取引は、外貨建て売掛金及び成約高の範囲内で行うこととしており、投機目的の

ためのデリバティブ取引は行わない方針であります。 

  

(3) 取引の利用目的 

当社は、通常の外貨建営業取引に係る輸出実績を踏まえて、将来の為替レートの変動リスクを回

避する目的で為替予約取引を利用しております。 

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社が利用している為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、当社

のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関であるため、契約が履行されないこ

とによるリスクはほとんどないと認識しております。 

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引については執行役員会の承認を得て、取引の実行及び管理を経理部が行い取引

結果は随時執行役員会へ報告しております。 

  

(6) その他 

連結子会社におけるデリバティブ取引はありません。 

  

２ 取引の時価に関する事項 

デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。 

当社は、昭和40年から段階的に行っていた退職一時金制度から適格退職年金制度への移行が平成10

年に完了しております。 

当社は全国電子情報技術産業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給

付会計実務指針第33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠

出割合に基づく決算日現在の年金資産残高は3,727百万円であります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

 
(注) 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

① 退職給付債務(注) △2,050百万円

② 年金資産 1,647百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △403百万円

④ 未認識数理計算上の差異 △106百万円

⑤ 合計(③＋④) △509百万円

⑥ 前払年金費用 4百万円

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥) △514百万円

① 勤務費用(注) 149百万円

② 利息費用 52百万円

③ 期待運用収益 △30百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 59百万円

⑤ 厚生年金基金掛金拠出額等 305百万円

⑥ 臨時に支払った割増退職金等 43百万円

⑦ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 579百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.5％

③ 期待運用収益率 2.5％

④ 数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定率法による)

 

 



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。 

当社は、昭和40年から段階的に行っていた退職一時金制度から適格退職年金制度への移行が平成10

年に完了しております。 

当社は全国電子情報技術産業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給

付会計実務指針第33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠

出割合に基づく決算日現在の年金資産残高は3,708百万円であります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

 
(注) 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

① 退職給付債務(注) △2,174百万円

② 年金資産 1,904百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △270百万円

④ 未認識数理計算上の差異 △84百万円

⑤ 合計(③＋④) △354百万円

⑥ 前払年金費用 4百万円

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥) △359百万円

① 勤務費用(注) 163百万円

② 利息費用 49百万円

③ 期待運用収益 △39百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △21百万円

⑤ 厚生年金基金掛金拠出額等 304百万円

⑥ 臨時に支払った割増退職金等 0百万円

⑦ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 456百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.5％

③ 期待運用収益率 2.5％

④ 数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定率法による)

 

 



前へ   次へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 未払事業税 83百万円

 投資有価証券評価損 54百万円

 貸倒引当金 55百万円

 賞与引当金 205百万円

 製品保証引当金 114百万円

 退職給付引当金 201百万円

 繰越欠損金 194百万円

 未実現利益 121百万円

 その他 163百万円

  繰延税金資産小計 1,194百万円

 評価性引当額 △187百万円

  繰延税金資産合計 1,006百万円

(繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 362百万円

 在外子会社の減価償却費 17百万円

  繰延税金負債合計 379百万円

  繰延税金資産の純額 627百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 未払事業税 68百万円

 投資有価証券評価損 92百万円

 貸倒引当金 68百万円

 賞与引当金 217百万円

 製品保証引当金 104百万円

 退職給付引当金 132百万円

 繰越欠損金 242百万円

 未実現利益 146百万円

 その他 166百万円

  繰延税金資産小計 1,240百万円

 評価性引当額 △255百万円

  繰延税金資産合計 984百万円

(繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 258百万円

 在外子会社の減価償却費 37百万円

  繰延税金負債合計 296百万円

  繰延税金資産の純額 688百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.6 %

 （調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 %

 受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 △0.6 %

 住民税均等割等 1.0 %

 試験研究費等税額控除 △6.4 %

 在外連結子会社の税率差異 △1.9 %

 その他 △0.7 %

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2 %
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.6 %

 （調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 %

 受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 △1.3 %

 住民税均等割等 1.0 %

 試験研究費等税額控除 △5.7 %

 在外連結子会社の税率差異 △1.7 %

 その他 1.8 %

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.2 %



(ストックオプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ストックオプションの内容、規模およびその変動状況 

(1) ストックオプションの内容 

 
（注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2)ストックオプションの規模およびその変動状況  

当連結会計年度（平成19年3月期）において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストックオプションの数 

 
  

平成14年 
ストックオプション

平成15年
ストックオプション

平成17年 
ストックオプション

付与対象者の区分およ
び人数

当社取締役4名、当社執行
役員10名、当社部長職28
名、当社子会社の取締役7
名

当社取締役4名、当社執行
役員10名、当社管理職層
105名、当社子会社の取締
役7名、当社子会社の管理
職層20名

当社取締役3名、当社監査
役1名、当社執行役員12
名、当社従業員152名、当
社子法人等の取締役22
名、当社子法人等の監査
役1名、当社子法人等の従
業員74名

株式の種類別のストッ
クオプションの株
（注）

普通株式 250,000株 普通株式 359,000株 普通株式 485,500株

付与日 平成14年8月21日 平成15年8月26日 平成17年8月24日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日
（平成16年6月30日）まで
継続して勤務しているこ
と。

付与日以降、権利確定日
（平成17年6月30日）まで
継続して勤務しているこ
と。

付与日以降、権利確定日
（平成19年6月30日）まで
継続して勤務しているこ
と。

対象勤務期間 自 平成14年８月21日 
至 平成16年６月30日

自 平成15年８月26日
至 平成17年６月30日

自 平成17年８月24日  
至 平成19年６月30日

権利行使期間

権利確定後3年以内。ただ
し、権利確定後退職した
場合は、この限りではな
い。

同左 同左

平成14年 
ストックオプション

平成15年
ストックオプション

平成17年 
ストックオプション

権利確定前 （株）

 前連結会計年度末 ― ― 485,500

 付与 ― ― ―

 失効 ― ― ―

 権利確定 ― ― ―

 未確定残 ― ― 485,500

権利確定後 （株）

 前連結会計年度末 29,000 107,000 ―

 権利確定 ― ― ―

 権利行使 8,000 31,000 ―

 失効 ― ― ―

 未行使残 21,000 76,000 ―



前へ 

②単価情報 

平成14年 
ストックオプション

平成15年
ストックオプション

平成17年 
ストックオプション

権利行使価格  (円） 547 747 1,266

行使時平均株価 （円） 1,633 1,585 ―

付与日における公正な評
価単価    (円）

― ― ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品及び市場の特性による社内管理区分によりセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1)環境試験事業・・・・・・・・環境試験機器、環境試験装置 

(2)電子デバイス装置事業・・・・自動熱処理装置、バーンインシステム 

(3)環境サービス事業・・・・・・環境試験機器等のメンテナンス、託験サービス、設置、移設、周辺工事 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,346 百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金並びに有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産

等であります。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

５ 当連結会計年度より減損会計を適用したことに伴い、重要な減損損失を遊休地に認識したため、資産セグメ

ントにおける全社が54百万円減少しております。 

６ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表項目のうち

収益及び費用については、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。なお、この変更

による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

〔配賦基準等の変更〕 

従来、部門共通経費配賦前の営業利益を社内管理及び評価の基準としておりましたが、当連結会計年度より、社内管

理及び評価の基準を外部公表セグメント営業利益に全社的に統一変更いたしました。これを契機に直課が困難な営業費

用について、その態様と配賦基準を見直した結果、次の費用について従来の売上高比率による配賦方法から、その費用

の発生により受ける便益の程度をより適切に反映する配賦方法に変更いたしました。配賦基準の変更内容は下記のとお

りであります。  

 ・ 管理部門費について、売上高比率より事業部人員比率へ変更  

 ・ 国内物流費について、売上高比率より物流費回収額基準へ変更  

 ・ 海外物流費について、輸出売上高比率より海外物流費回収額基準へ変更  

 ・ 販売手数料について、売上高比率より販売手数料回収額基準へ変更  

 ・ 情報システム関連費用について、売上伝票件数比率より事業部人員比率へ変更  

また、従来ライフサイエンス機器については、環境試験事業に含めておりましたが、培養事業全体として機器販売と支

援サービスを同じ事業部で行なうことにより相乗効果が増すため、その機能を当連結会計年度より環境サービス事業に

含めることに変更いたしました。 

これらの変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、環境試験事業の営業利益は90百万円増加、資産は363百万円減

少、減価償却費は12百万円減少、資本的支出は9百万円減少しております。電子デバイス事業においては、営業利益は91

百万円増加しております。また、環境サービスの営業利益は181百万円減少、資産は363百万円増加、減価償却費は12百

万円増加、資本的支出は9百万円増加しております。 

更に、従来営業外収益で計上していた従業員社宅家賃についても、部門成果及びコストをより適切に反映するため、営

業費用から控除（各部門費のマイナス）することにいたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

環境試験事業の営業利益は47百万円、電子デバイス装置事業の営業利益は20百万円、環境サービス事業の営業利益は45

百万円それぞれ増加し、連結営業利益は113百万円増加しております。  

環境試験 
事業 

(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

環境サービス
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

  (1) 外部顧客に対する 
    売上高

21,132 11,858 6,592 39,582 ― 39,582

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

560 227 981 1,770 (1,770) ―

計 21,692 12,086 7,573 41,352 (1,770) 39,582

   営業費用 19,099 11,306 7,096 37,502 (1,582) 35,919

    営業利益 2,593 779 477 3,850 (187) 3,663

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

   資産 18,061 12,280 5,734 36,076 7,106 43,182

   減価償却費 351 290 243 886 (64) 822

   資本的支出 305 179 382 867 213 1,081



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品及び市場の特性による社内管理区分によりセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要な事業は、「第１ 企業の概況 ３事業の内容」に記載のとおりであります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,765百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金並びに有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産

等であります。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計期年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。

なお、この変更による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

〔事業区分の変更〕 

事業区分の方法については、従来、製造販売、役務の提供といった事業の機能に着目して「環境試験事

業」、「電子デバイス装置事業」、「環境サービス事業」の３つに区分しておりましたが、第二次経営革新

計画「ESPEC G-Company Plan」が当連結会計年度から実施されるのを契機に、製品の種類・性質の類似性な

どの観点から事業区分の見直しを行い、「環境試験事業」、「電子デバイス装置事業」、「その他事業」の

３区分に変更いたしました。これは、事業探索費用やアフターサービス等の周辺事業を環境試験機器あるい

は電子デバイス装置の製造販売事業に含めて一つの事業としたほうが事業を管理するうえでのシナジー効果

がより高いとの判断で社内管理区分を変更したことに伴うものであります。この結果、従来、「環境サービ

ス事業」に区分していました環境試験装置に係るアフターサービス事業及び託験サービス事業を「環境試験

事業」に区分することとし、「環境サービス事業」に区分していました新規事業のうち、既存事業と関連の

深いものについてはそれぞれ当該事業に含めることに変更しました。また、従来「環境サービス事業」に区

分されていた事業のうち、他セグメントに移管していない残りの事業については、「その他事業」を新設

し、その中に含めております。なお、当連結会計年度において前連結会計年度の事業区分によった場合の事

業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

  

 
【所在地別セグメント情報】 

環境試験 
事業 

(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

  (1) 外部顧客に対する 
    売上高

30,209 11,493 892 42,595 ― 42,595

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高

68 286 18 374 (374) ―

計 30,277 11,780 911 42,969 (374) 42,595

   営業費用 26,739 11,383 918 39,041 (376) 38,665

    営業利益又は営業  
    損失(△)     

3,538 397 △7 3,927 2 3,930

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

   資産 22,585 14,844 537 37,968 7,389 45,357

   減価償却費 672 361 4 1,038 (83) 955

   資本的支出 846 660 21 1,528 6 1,534

環境試験 
事業 

(百万円)

電子デバイ
ス装置事業 
(百万円)

環境サービス
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

24,270 11,493 6,831 42,595 ― 42,595

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

701 286 1,121 2,110 (2,110) ―

計 24,972 11,780 7,953 44,705 (2,110) 42,595

  営業費用 22,416 10,795 7,620 40,832 (2,167) 38,665

   営業利益 2,555 984 333 3,873 56 3,930

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

   資産 18,535 14,803 5,339 38,677 6,680 45,357

   減価償却費 403 356 279 1,038 (83) 955

   資本的支出 380 626 521 1,528 6 1,534



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,346 百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金並びに有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産

等であります。 

２ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 当連結会計年度より減損会計を適用したことに伴い、重要な減損損失を遊休地に認識したため、資産セグメ

ントにおける全社が54百万円減少しております。 

５ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表項目のうち

収益及び費用については、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。なお、この変更

による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,765百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金並びに有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産

等であります。 

２ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。な

お、この変更による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 33,946 3,133 2,502 39,582 ― 39,582

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,631 287 23 1,943 (1,943) ―

計 35,578 3,421 2,526 41,526 (1,943) 39,582

  営業費用 32,015 3,223 2,295 37,534 (1,614) 35,919

   営業利益 3,562 198 231 3,992 (328) 3,663

Ⅱ 資産 30,769 2,424 2,418 35,612 7,570 43,182

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 37,504 2,437 2,653 42,595 ― 42,595

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,209 533 34 1,777 (1,777) ―

計 38,714 2,970 2,688 44,372 (1,777) 42,595

  営業費用 35,196 2,733 2,550 40,479 (1,814) 38,665

   営業利益 3,518 237 137 3,893 36 3,930

Ⅱ 資産 33,333 2,622 2,412 38,368 6,989 45,357



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっており、各区分に属する主要な国は次のとおりであります。 

  (1) アジア…………中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、 

ベトナム 

  (2) その他の地域…米国、ドイツ 

３ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、在外子会社等の財務諸表項目のうち

収益及び費用については、従来、当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更いたしました。なお、この変更

による当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっており、各区分に属する主要な国は次のとおりであります。 

  (1) アジア…………中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、 

ベトナム 

  (2) その他の地域…米国、ドイツ 

  

 【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

   子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 事業譲渡については当社の欧州支店の販売事業を譲渡したものであり、第三者の評価額をもとに決定してお

ります。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,665 2,921 16,587

Ⅱ 連結売上高(百万円) 39,582

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

34.5 7.4 41.9

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,118 3,856 15,974

Ⅱ 連結売上高(百万円) 42,595

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

28.4 9.1 37.5

属性
会社等 
の名称

住所
出資金 

(ユーロ)
事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
ESPEC 
EUROPE 
GmbH

ドイツ 
ミ ュ ン ヘ
ン

50,000 販売業 直接 100.0   ─

欧州地区
における
当社製品
の販売

事業譲渡
譲渡資産合計 
譲渡負債合計 
譲渡対価 
事業譲渡益

 
 

4 
4 
32 
33 
 

   ─ ─



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,245円40銭 １株当たり純資産額 1,327円87銭

１株当たり当期純利益 100円96銭 １株当たり当期純利益 106円94銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

100円09銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

106円19銭

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 2,403 2,523

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

38 ─

(うち利益処分による役員賞与金) 
(百万円)

(38) (─)

普通株式に係る当期純利益 
(百万円)

2,365 2,523

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,426 23,594

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 204 168

(うち新株予約権(千株)) (204) (168)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

―――           ―――



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 
  

 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年間における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

エスペックテクノ
㈱

第一回無担保転換
社債

平成8年 
 9月30日

50
―
 

年
3.00

なし
平成18年
 9月30日

合計 ― ― 50
―
 

― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 438 369 3.84 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 34 60 2.73 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

522 478 4.84
平成20年4月15日～ 
平成24年12月15日

合計 995 909 ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

60 463 10 1 1



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,604 1,499

 ２ 受取手形
※1 
※7

2,853 2,813

 ３ 売掛金 ※1 10,118 10,873

 ４ 有価証券 1,568 699

 ５ 金銭信託 600 600

 ６ 売掛債権信託受益権 ― 422

 ７ 製品 269 252

 ８ 原材料 457 442

 ９ 仕掛品 926 1,256

 10 前渡金 59 25

 11 前払費用 36 74

 12 繰延税金資産 377 358

 13 未収入金 ※1 394 434

 14 その他 ※1 243 342

 15 貸倒引当金 △2 △3

   流動資産合計 19,509 53.7 20,091 53.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 6,620 6,760

    減価償却累計額 3,856 2,763 3,981 2,779

  (2) 構築物 852 836

    減価償却累計額 579 272 598 237

  (3) 機械及び装置 577 654

    減価償却累計額 468 108 489 164

  (4) 車両及び運搬具 31 31

    減価償却累計額 26 5 28 3

  (5) 工具器具及び備品 2,270 2,263

    減価償却累計額 1,858 411 1,884 378

  (6) 土地 ※5 4,236 4,225

  (7) 建設仮勘定 245 39

    有形固定資産合計 8,044 22.2 7,828 20.8

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 210 210

  (2) ソフトウェア 1,040 1,034

  (3) ソフトウェア仮勘定 131 43

  (4) その他 23 27

    無形固定資産合計 1,405 3.9 1,315 3.5



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,229 3,188

  (2) 関係会社株式 2,799 3,500

  (3) 出資金 0 0

  (4) 関係会社出資金 509 611

  (5) 従業員長期貸付金 1 5

  (6) 関係会社長期貸付金 ※1 380 576

  (7) 長期前払費用 50 70

  (8) 繰延税金資産 8 93

  (9) その他 548 550

  (10) 貸倒引当金 △173 △176

    投資その他の資産合計 7,354 20.2 8,420 22.4

   固定資産合計 16,804 46.3 17,565 46.6

   資産合計 36,313 100.0 37,656 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 4,991 4,809

 ２ 買掛金 1,854 1,993

 ３ 未払金 618 619

 ４ 未払法人税等 697 611

 ５ 未払費用 583 609

 ６ 前受金 75 60

 ７ 預り金 120 179

 ８ 賞与引当金 356 370

 ９ 役員賞与引当金 ― 34

 10 製品保証引当金 272 246

 11 設備関係支払手形 10 84

 12 その他 54 32

   流動負債合計 9,634 26.5 9,651 25.6

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 411 261

 ２ 預り保証金 524 524

   固定負債合計 936 2.6 786 2.1

   負債合計 10,571 29.1 10,437 27.7



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※2 6,823 18.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 7,065 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 36 ―

   資本剰余金合計 7,101 19.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 469 ―

 ２ 任意積立金

    別途積立金 8,480 ―

 ３ 当期未処分利益 2,415 ―

   利益剰余金合計 11,365 31.3 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 △26 △0.1 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 527 1.5 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※3 △50 △0.1 ― ―

   資本合計 25,741 70.9 ― ―

   負債・資本合計 36,313 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 6,837 18.2

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 7,079

  (2) その他資本剰余金 36

   資本剰余金合計 7,115 18.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 469

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 9,780

    繰越利益剰余金 2,727

   利益剰余金合計 12,977 34.5

 ４ 自己株式 △51 △0.1

   株主資本合計 26,878 71.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

373 1.0

 ２ 土地再評価差額金 △32 △0.1

   評価・換算差額等 
   合計

340 0.9

   純資産合計 27,219 72.3

   負債・純資産合計 37,656 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 28,361 100.0 29,204 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 334 269

 ２ 当期製品製造原価 19,119 19,066

 ３ 他勘定より振替高 ※1 12 7

      合計 19,466 19,343

 ４ 他勘定への振替高 ※2 79 399

 ５ 製品期末たな卸高 269 19,117 67.4 252 18,692 64.0

   売上総利益 9,244 32.6 10,511 36.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 給与手当 1,625 1,779

 ２ 開発研究費 ※3 1,729 2,273

 ３ 賞与引当金繰入額 136 134

 ４ 製品保証引当金繰入額 272 246

 ５ 旅費交通費 304 306

 ６ 手数料 605 637

 ７ 役員賞与引当金繰入額 ― 34

 ８ その他 2,174 6,848 24.2 2,428 7,839 26.8

   営業利益 2,395 8.4 2,671 9.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 有価証券利息 14 10

 ２ 受取配当金 ※4 187 339

 ３ 有価証券売却益 63 ―

 ４ 為替差益 44 ―

 ５ 投資事業組合収益 10 6

 ６ 受取経営指導料 ※4 ― 181

 ７ 雑収入 81 402 1.4 66 604 2.1



前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 営業外手数料 15 11

 ２ たな卸資産評価損 12 ―

 ３ たな卸資産廃棄損 53 66

 ４ 有価証券売却損 ― 18

 ５ 為替差損 ― 29

 ６ 投資事業組合損失 5 10

 ７ 雑損失 12 99 0.3 27 164 0.6

   経常利益 2,698 9.5 3,111 10.7

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 20 ―

 ２ 製品保証引当金戻入益 74 ―

 ３ 関係会社清算益 2 ―

 ４ 受取補償金 ― 46

 ５ 事業譲渡益 ― 98 0.3 69 115 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 19 24

 ２ 投資有価証券評価損 95 93

 ３ 役員退職慰労金 159 ―

 ４ 関係会社清算損 37 ―

 ５ 減損損失 ※5 54 365 1.3 11 129 0.4

   税引前当期純利益 2,430 8.5 3,097 10.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

788 927

   法人税等調整額 △46 741 2.6 17 945 3.2

   当期純利益 1,689 5.9 2,152 7.4

   前期繰越利益 910

   土地再評価差額金取崩額 26

   中間配当額 210

   当期未処分利益 2,415



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 ※１ 13,759 65.6 14,719 67.2

Ⅱ 労務費 3,286 15.7 3,313 15.1

Ⅲ 経費 3,927 18.7 3,884 17.7

  (外注加工費) (1,880) (1,672)

  (減価償却費) (356) (337)

  (賃借料) (97) (124)

  (その他) (1,592) (1,749)

  当期総製造費用 20,974 100.0 21,916 100.0

  期首仕掛品たな卸高 1,197 926

合計 22,171 22,843

  他勘定への振替高 ※２ 2,125 2,520

  期末仕掛品たな卸高 926 1,256

  当期製品製造原価 19,119 19,066

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※ 原価計算方法

   実際原価による個別原価計算であります。

※ 原価計算方法

同左

※１ このうち関係会社からの仕入高は571百万円であ

ります。

※１ このうち関係会社からの仕入高は1,007百万円で

あります。

 

※２ 他勘定への振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

開発研究費 1,738百万円

製品保証費 290

工具器具及び備品 47

その他 49

合計 2,125

※２ 他勘定への振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

開発研究費 1,966百万円

製品保証費 338

見積もり費 138

工具器具及び備品 21

たな卸修理費 2

その他 53

合計 2,520



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

株主総会承認年月日
前事業年度

(平成18年６月27日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 2,415

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 259

 ２ 役員賞与金 28

    (うち監査役賞与金) (4)

 ３ 任意積立金

    別途積立金 1,300 1,587

Ⅲ 次期繰越利益 828



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,823 7,065 36 7,101

事業年度中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

13 13 13

 剰余金の配当 ―

 役員賞与 ―

 当期純利益 ―

 別途積立金の積立 ―

 自己株式の取得 ―

 自己株式の処分 0 0

 その他 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

13 13 0 13

平成19年３月31日残高(百万円) 6,837 7,079 36 7,115

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 469 8,480 2,415 11,365 △50 25,240

事業年度中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

― 27

 剰余金の配当 △518 △518 △518

 役員賞与 △28 △28 △28

 当期純利益 2,152 2,152 2,152

 別途積立金の積立 1,300 △1,300 ― ―

 自己株式の取得 ― △1 △1

 自己株式の処分 ― 0 0

 その他 6 6 6

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ―

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― 1,300 311 1,611 △1 1,638

平成19年３月31日残高(百万円) 469 9,780 2,727 12,977 △51 26,878



  

 
  

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 527 △26 501 25,741

事業年度中の変動額

 ストックオプション権利行使に 
 伴う新株の発行

― 27

 剰余金の配当 ― △518

 役員賞与 ― △28

 当期純利益 ― 2,152

 別途積立金の積立 ― ―

 自己株式の取得 ― △1

 自己株式の処分 ― 0

 その他 ― 6

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△154 △6 △160 △160

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△154 △6 △160 1,477

平成19年３月31日残高(百万円) 373 △32 340 27,219



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社及び関連会社株式

  移動平均法による原価法によって

おります。

(1) 子会社及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるものは、決算期末日の

市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により

算定)、時価のないものは、移動

平均法による原価法によっており

ます。

(2) その他有価証券

  時価のあるものは、決算期末日の

市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)、時価のないものは、移

動平均法による原価法によってお

ります。

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品・原材料

  総平均法による原価法によってお

ります。製品の一部で個別法を採

っております。

(1) 製品・原材料

同左

(2) 仕掛品

  個別原価計算手続きに基づく個別

法による原価法によっておりま

す。

(2) 仕掛品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)

は、定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物 15年～50年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  自社利用のソフトウェア ５年

(2) 無形固定資産

同左

(3) 投資その他の資産

  法人税法に規定する定額法によっ

ております。

(3) 投資その他の資産

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員への賞与の支払いに備える

ため、支給見込額基準により計上

しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3)      ――― (3) 役員賞与引当金

   役員に対する賞与の支給に備える

ため、当事業年度における支給見

込額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計

基準第4号）を適用しておりま

す。なお、この変更による当事業

年度の損益に与える影響は軽微で

あります。  



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 製品保証引当金

  製品の保証期間に係る無償のアフ

ターサービス費用の支出に備える

ため、売上高に対する保証費用の

発生経験率に基づき計上しており

ます。

(4) 製品保証引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員への退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、必要額を計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定率法

により翌事業年度から費用処理し

ております。

(5) 退職給付引当金

同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ 重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務等について振当処理を

適用しております。

―――

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段………為替予約

  ヘッジ対象………外貨建金銭債権

債務等

(3) ヘッジ方針

  リスク管理方針に基づき、ヘッジ

対象に係る為替相場の変動リスク

を回避する目的で一定の範囲内で

為替予約を行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

  為替予約の締結時にリスク管理方

針にしたがい、為替予約を外貨建

金銭債権債務等に振当てること

で、キャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定されるこ

とから有効性の判定を省略してお

ります。

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が54百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 

―――

(従業員社宅家賃の会計処理の変更) 

 従来、部門共通経費配賦前の営業利益を社内管理及び

評価の基準としておりましたが、当事業年度より、社内

管理及び評価の基準を外部公表セグメント営業利益に全

社的に統一変更いたしました。これを契機に部門成果及

びコストをより適切に反映させるため、従来営業外収益

で計上していました従業員社宅家賃を営業費用から控除

（各部門費のマイナス）とすることにいたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益が69百万円増加しております。 

 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。また、従

来の「資本の部」の合計に相当する金額は27,219百万円

であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表) 

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「金銭信託」（前期300百万円）は、当事業

年度において総資産の1/100を超えたため、区分掲記す

ることといたしました。

（損益計算書） 

前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示し

ておりました「受取経営指導料」（前期13百万円）は、

営業外収益の10/100を超えたため、当期より区分掲記す

ることといたしました。



(追加情報) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

――― 
 

見積もり費用の取扱いについて 

 基幹情報システムの一環としての原価計算システムが

当事業年度より更新されることを契機に、利益管理・原

価管理方法についても見直しを行い、従来、製造間接費

として製造原価に含めておりました受注獲得に要する見

積もり費用を、個別的に把握することができることとな

ったため、当事業年度から受注獲得に要する見積もり費

用を製造原価から分離し販売費及び一般管理費に含める

ことといたしました。この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、売上総利益は138百万円増加しており

ます。 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社に対する主な資産・負債

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。

    (資産の部)

 受取手形 644百万円

 売掛金 1,172百万円

   上記の他に関係会社に対する資産は合計で482百

万円あります。

 

※１ 関係会社に対する主な資産・負債

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。

    (資産の部)

 受取手形 605百万円

 売掛金 1,298百万円

   上記の他に関係会社に対する資産は合計で

1,188百万円あります。

 

※２ 授権株式数 普通株式 80,000千株

   発行済株式総数 普通株式 23,623千株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。

※２         ―――

※３ 自己株式の保有数

普通株式 47,897株

※３         ―――

 

 ４ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの借入及びリース会社

とのリース取引に対して次のとおり債務保証を行

っております。

   上海愛斯佩克環境設備有限公司(中国)

銀行借入金 73百万円

リース債務 1百万円

 計 75百万円

 ４ 保証債務

   他の会社の金融機関等からの借入及び営業保証状

の差入れに対して次のとおり債務保証を行ってお

ります。

上海愛斯佩克環境設備有限公司（中国）

  銀行借入金 183百万円

ESPEC KOREA CORP.（韓国）

  営業保証金 73百万円

 計 256百万円

 

 

 

 

 

 

※５ 当社は「土地の再評価に関する法律」(平成10年 

      3月31日公布法律第34号)に基づいて事業用土地 

      の再評価を行っております。

  ① 土地の再評価方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月

31日公布政令第119号)第2条第3号に定める土地

課税台帳に登録された価額(固定資産税評価額)

に合理的な調整を行う方法及び同条第５号に定

める不動産鑑定士の鑑定評価による方法により

算出しております。

  ② 再評価を行った年月日

    平成14年3月29日

  ③ 再評価を行った土地の決算期末日における時価

と再評価後の帳簿価額との差額 △311百万円

   下記の会社に対し、債権流動化に伴う買戻し義 

務を有しております。

  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行         204百万円
         

 

※５ 当社は「土地の再評価に関する法律」(平成10年3

月31日公布法律第34号)に基づいて事業用土地の

再評価を行っております。

  ① 土地の再評価方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月

31日公布政令第119号)第2条第3号に定める土地

課税台帳に登録された価額(固定資産税評価額)

に合理的な調整を行う方法及び同条第５号に定

める不動産鑑定士の鑑定評価による方法により

算出しております。

  ② 再評価を行った年月日

    平成14年3月29日

  ③ 再評価を行った土地の決算期末日における時価

と再評価後の帳簿価額との差額 △156百万円

 ６ 配当制限

商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は527百万

円であります。

６       ―――

     



  

 
(損益計算書関係) 

  

前事業年度 

(平成18年３月31日)

当事業年度 

(平成19年３月31日)

※７        ――― ※７ 期末日満期手形の会計処理については、手形交 

換日をもって決済処理しております。なお、当事

業年度末日が金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含まれております。

    受取手形       4百万円  

     

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定より振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

開発研究費 8百万円

工具器具及び備品 4百万円

合計 12百万円
 

※１ 他勘定より振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 7百万円

合計 7百万円

 

※２ 他勘定への振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

たな卸資産廃棄損 32百万円

工具器具及び備品 18百万円

その他 28百万円

合計 79百万円

※２ 他勘定への振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

原材料 258百万円

たな卸資産廃棄損 21百万円

工具器具及び備品 74百万円

その他 45百万円

合計 399百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,729百万円であります。

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は2,273百万円であります。

 

※４ 関係会社との取引により発生した収益の主なもの

は次のとおりであります。

受取配当金 167百万円

※４ 関係会社との取引により発生した収益の主なもの

は次のとおりであります。

受取配当金 311百万円

受取経営指導料 181百万円

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失 

を計上いたしました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地
京都府
福知山市

54

計 54

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失 

を計上いたしました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 土地
京都府
福知山市

11

計 11

   当社は、事業の種類別セグメントを基礎として資

産をグルーピングしております。なお、遊休資産

については個々の資産単位でグルーピングを行っ

ております。 

上記の資産は、遊休資産であり、帳簿価額を回収

可能価額（正味売却価額）まで減額し、当該減少

額（54百万円）を減損損失として計上いたしまし

た。 

なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額によって

おります。

   当社は、事業の種類別セグメントを基礎として資

産をグルーピングしております。なお、遊休資産

については個々の資産単位でグルーピングを行っ

ております。 

上記の資産は、遊休資産であり、帳簿価額を回収

可能価額（正味売却価額）まで減額し、当該減少

額（11百万円）を減損損失として計上いたしまし

た。 

なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額によって

おります。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    859株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の売渡しによる減少   120株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 47,897 859 120 48,636



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 43 35 7

工具器具 
及び備品

82 61 20

車両及び 
運搬具

18 13 4

合計 144 110 33

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品

51 16 34

車両及び
運搬具

25 13 12

ソフトウェア 107 31 76

合計 184 61 123

   なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

   なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 25百万円

 １年超 7百万円

 合計 33百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 38百万円

 １年超 84百万円

 合計 123百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 支払リース料 58百万円

 減価償却費相当額 58百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 支払リース料 56百万円

 減価償却費相当額 56百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 １年以内 3百万円

 １年超 2百万円

 合計 6百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

 １年以内 11百万円

 １年超 74百万円

 合計 85百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 未払事業税 59百万円

 投資有価証券評価損 54百万円

 貸倒引当金 62百万円

 賞与引当金 144百万円

 製品保証引当金 110百万円

 退職給付引当金 167百万円

 減価償却限度超過額 32百万円

 その他 115百万円

  繰延税金資産合計 747百万円

(繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 360百万円

  繰延税金負債合計 360百万円

  繰延税金資産の純額 386百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 未払事業税 51百万円

 投資有価証券評価損 92百万円

 貸倒引当金 68百万円

 賞与引当金 150百万円

 製品保証引当金 99百万円

 退職給付引当金 106百万円

 減価償却限度超過額 26百万円

 その他 111百万円

  繰延税金資産合計 707百万円

(繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 255百万円

  繰延税金負債合計 255百万円

  繰延税金資産の純額 451百万円

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.6 %

 （調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4 %

 受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 △0.9 %

 住民税均等割等 1.1 %

 試験研究費等税額控除 △9.2 %

 その他 △2.5 %

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.5 %
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.6 %

 （調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6 %

 受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 △1.7 %

 住民税均等割等 0.9 %

 試験研究費等税額控除 △7.3 %

 その他 △3.6 %

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.5 %



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,090円67銭 １株当たり純資産額 1,152円65銭

１株当たり当期純利益 70円92銭 １株当たり当期純利益 91円22銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

70円31銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

90円57銭

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 1,689 2,152

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳(百万円)

 利益処分による役員賞与金 28 ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) 28 ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,661 2,152

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,426 23,594

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 204 168

(うち新株予約権(千株)) (204) (168)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

――― ―――



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
【その他】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

因幡電機産業㈱ 139,884 576

㈱立花エレテック 377,759 451

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ第11回第11種優先株式

300 300

㈱京都銀行 143,794 194

ＩＭＶ㈱ 537,000 176

㈱日阪製作所 75,720 165

グローリー工業㈱ 62,000 142

日本光電工業㈱ 39,930 109

シーケーディ㈱ 99,000 108

㈱三菱UFJフィナンシャル・グ
ループ

72 96

その他26 
銘柄

714,492 580

計 2,189,951 2,902

種類及び銘柄 投資口数等(百万口) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

その他有価証券

コマーシャルペーパー 500 499

マネーマネジメントファンド 200 200

小計 700 699

(投資有価証券)

その他有価証券

[証券投資信託の受益証券]

  その他証券投資信託の受益証券 
  １銘柄

120 96

投資事業有限責任組合出資金 
９銘柄 
 

― 189

小計 120 285

計 820 985



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額２百万円であります。 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 6,620 202 62 6,760 3,981 169 2,779

 構築物 852 ― 15 836 598 33 237

 機械及び装置 577 76 ― 654 489 21 164

 車両及び運搬具 31 ― ― 31 28 1 3

 工具器具及び備品 2,270 110 117 2,263 1,884 128 378

 土地 4,236 ―
11

   (11)
4,225 ― ― 4,225

 建設仮勘定 245 154 360 39 ― ― 39

有形固定資産計 14,834 544
567
(11)

14,810 6,982 354 7,828

無形固定資産

 借地権 210 ― ― 210 ― ― 210

 ソフトウェア 1,400 297 42 1,655 620 301 1,034

 ソフトウェア仮勘定 131 132 220 43 ― ― 43

 その他 30 5 0 35 7 1 27

無形固定資産計 1,772 434 263 1,944 628 303 1,315

長期前払費用 79 41 29 91 21 9 70

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 175 7 2 2 179

賞与引当金 356 370 356 ― 370

役員賞与引当金 ― 34 ― ― 34

製品保証引当金 272 246 272 ― 246



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産の部 

流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

区分 金額(百万円)

現金 3

預金

当座預金 848

普通預金 72

定期預金 500

別段預金 4

郵便貯金 10

外貨普通預金 60

預金計 1,495

合計 1,499

相手先 金額(百万円)

ヤマト科学㈱ 597

名古屋科学機器㈱ 442

遠藤科学㈱ 297

㈱モトヤマ 183

日本エンジニアリング㈱ 117

その他 1,173

合計 2,813

期日
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額(百万円) 557 679 855 679 40 2,813



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生高及び回収高並びに滞留状況 
  

   

   
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ たな卸資産 
  

 
  

固定資産 

関係会社株式 

 
注） エスペック環境試験技術センター㈱及びエスペックICF㈱の商号を平成19年４月１日をもちまして、 

それぞれエスペックテストセンター㈱、エスペックセミテクノロジ㈱に変更いたしました。 

相手先 金額(百万円)

凸版印刷㈱ 1,229

CHIMEI OPTOELECTRONICS CORP. 901

ヤマト科学㈱ 705

名古屋科学機器㈱ 630

ディ・アイジャパン㈱ 598

その他 6,807

合計 10,873

前期末残高(Ａ) 
 

(百万円)

当期発生高(Ｂ)
 

(百万円)

当期回収高(Ｃ)
 

(百万円)

当期末残高(Ｄ)
 

(百万円)

回収率
 

(％)

滞留期間 
 

(日)

10,118 31,877 31,122 10,873 74.1 120

回収率の算出方法＝
(Ｃ)

×100 滞留期間の算出方法＝
(Ａ)＋(Ｄ)

÷
(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｂ) ２ 365

科目 品名 金額(百万円)

製品

環境試験事業製品 247

電子デバイス装置事業製品 2

その他事業製品 2

計 252

原材料

環境試験事業製品 292

電子デバイス装置事業製品 148

その他事業製品 0

計 442

仕掛品

環境試験事業製品 439

電子デバイス装置事業製品 817

その他事業製品 ―

計 1,256

銘柄 金額(百万円)

ESPEC NORTH AMERICA,INC. 1,012

エスペックＩＣＦ㈱ 861

エスペック環境試験技術センター㈱ 350

エスペックミック㈱ 235

エスペックテクノ㈱ 183

その他 857

合計 3,500



２ 負債の部 

流動負債 

① 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

② 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

ニンバリ㈱ 242

清水工業㈱ 222

㈱立花エレテック 210

東亜技研工業㈱ 181

技研工業㈱ 173

その他 3,778

合計 4,809

期日
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額(百万円) 1,211 1,126 1,125 1,306 40 4,809

相手先 金額(百万円)

サンワテクノス㈱ 140

ニンバリ㈱ 96

エスペックエンジニアリング㈱ 95

ESPEC KOREA CORP. 88

沖電気工業㈱ 72

その他 1,499

合計 1,993



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

取得請求権付株式の取得を請求する権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

株主の有する単元未満株式の数を併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日および取締役会決議によってあらかじめ公告して臨時に定めた日

株券の種類
100株券、1,000株券及び10,000株券、ただし100株未満の株式については、その株数
を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額

単元未満株式の買取 
及び買増

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  手数料

 

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取または買増をした単元未

満株式の数で按分した金額とする。

(算式)

１株当たりの買取価格または買増価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

 (円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)

ただし、１単元当たりの算定金額が、2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方

法により行います。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。 

http://www.espec.co.jp/corporate/ir/koukoku/

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第53期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月28日 
関東財務局長に提出。

(2) 
 

半期報告書 
 

(第54期中) 
 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年12月25日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

 

 追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エスペック株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損会計に係る会計基準が適用される

こととなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

エスペック株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエスペック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エスペック株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  仲  尾  彰  記  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田  朝  喜  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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